
○首都圏整備法
（昭和三十一年四月二十六日法律第八十三号）

最終改正：平成一七年七月二九日法律第八九号

第一章 総則（第一条・第二条）

第二章 国土審議会の調査審議等（第三条―第二十条）

第三章 首都圏整備計画（第二十一条―第二十三条）

第四章 首都圏整備計画の実施（第二十四条―第三十三条）

附則

第一章 総則

（目的）

、 、 、第一条 この法律は 首都圏の整備に関する総合的な計画を策定し その実施を推進することにより

わが国の政治、経済、文化等の中心としてふさわしい首都圏の建設とその秩序ある発展を図ること

を目的とする。

（定義）

第二条 この法律で「首都圏」とは、東京都の区域及び政令で定めるその周辺の地域を一体とした広

域をいう。

２ この法律で「首都圏整備計画」とは、首都圏の建設とその秩序ある発展を図るため必要な首都圏

の整備に関する計画をいう。

３ この法律で「既成市街地」とは、東京都及びこれと連接する枢要な都市を含む区域のうち、産業

及び人口の過度の集中を防止し、かつ、都市の機能の維持及び増進を図る必要がある市街地の区域

で、政令で定めるものをいう。

４ この法律で「近郊整備地帯」とは、既成市街地の近郊で、第二十四条第一項の規定により指定さ

れた区域をいう。

５ この法律で「都市開発区域」とは、既成市街地及び近郊整備地帯以外の首都圏の地域のうち第二

十五条第一項の規定により指定された区域をいう。

第二章 国土審議会の調査審議等

第三条～第十七条 削除

（国土審議会の調査審議等）

第十八条 国土審議会（以下「審議会」という ）は、国土交通大臣の諮問に応じ、首都圏整備計画。

の策定及び実施に関する重要事項について調査審議する。

２ 審議会は、前項に規定する事項について国土交通大臣に意見を述べることができる。

第十九条～第二十条 削除

第三章 首都圏整備計画

（首都圏整備計画の内容）

第二十一条 首都圏整備計画は、政令で定めるところにより、次に掲げる事項について定めるものと

する。

一 首都圏内の人口規模、土地利用の基本的方向その他首都圏の整備に関して基本となるべき事項

二 既成市街地、近郊整備地帯及び都市開発区域の整備に関する事項で次に掲げるもののうち、そ

れぞれその根幹となるべきもの（首都圏の建設とその秩序ある発展を図るため特に必要があると

認められる首都圏の地域外にわたるものを含む ）。

イ 宅地の整備に関する事項

ロ 道路の整備に関する事項



ハ 鉄道、軌道、飛行場、港湾等の交通施設の整備に関する事項

ニ 電気通信等の通信施設の整備に関する事項

ホ 公園、緑地等の空地の整備に関する事項

ヘ 水道、下水道、汚物処理施設等の供給施設及び処理施設の整備に関する事項

ト 河川、水路及び海岸の整備に関する事項

チ 住宅等の建築物の整備に関する事項

リ 学校等の教育文化施設の整備に関する事項

ヌ その他首都圏の整備に関する事項で政令で定めるもの

三 既成市街地、近郊整備地帯又は都市開発区域の整備に関連して交通通信体系又は水の供給体系

を広域的に整備する必要がある場合における前号ロからニまでに掲げる事項又は同号ヘ及びトに

掲げる事項のうち、それぞれその根幹となるべきもの（首都圏の建設とその秩序ある発展を図る

ため特に必要があると認められる首都圏の地域外にわたるものを含む ）。

２ 首都圏整備計画は、国土形成計画法（昭和二十五年法律第二百五号）第二条第一項に規定する国

土形成計画との調和が保たれたものでなければならない。

３ 首都圏整備計画は、公害の防止について適切な考慮が払われたものでなければならない。

（首都圏整備計画の決定）

第二十二条 首都圏整備計画は、国土交通大臣が関係行政機関の長、関係都県及び審議会の意見を聴

いて決定するものとする。この場合において、国土交通大臣は、関係都県から意見の申出を受けた

ときは、遅滞なくこれに回答するものとする。

２ 国土交通大臣は、首都圏整備計画を決定するについて必要があると認めるときは、関係行政機関

の長、関係地方公共団体及び関係のある事業を営む者（以下「関係事業者」という ）に対し、資。

料の提出、意見の開陳、説明その他の必要な協力を求めることができる。

３ 国土交通大臣は、首都圏整備計画を決定したときは、これを関係行政機関の長及び関係地方公共

団体に送付するとともに、国土交通省令の定めるところにより公表しなければならない。

４ 前項の規定により公表された事項に関し利害関係を有する者は、公表の日から三十日以内に、国

土交通省令の定めるところにより国土交通大臣に意見を申し出ることができる。

５ 前項の規定による申出があつたときは、国土交通大臣は、その申出を考慮して必要な措置を講じ

なければならない。

（首都圏整備計画の変更）

第二十三条 国土交通大臣は、その決定した首都圏整備計画が情勢の推移により適当でなくなつたと

き、その他これを変更することが適当であると認めるときは、関係行政機関の長、関係都県及び審

議会の意見を聴いてこれを変更することができる。この場合において、国土交通大臣は、関係都県

から意見の申出を受けたときは、遅滞なくこれに回答するものとする。

２ 前条第二項から第五項までの規定は、首都圏整備計画の変更について準用する。

第四章 首都圏整備計画の実施

（近郊整備地帯の指定）

第二十四条 国土交通大臣は、既成市街地の近郊で、その無秩序な市街地化を防止するため、計画的

に市街地を整備し、あわせて緑地を保全する必要がある区域を近郊整備地帯として指定することが

できる。

２ 国土交通大臣は、近郊整備地帯を指定しようとするときは、関係地方公共団体及び審議会の意見

を聴くとともに、関係行政機関の長に協議しなければならない。この場合において、国土交通大臣

は、関係地方公共団体から意見の申出を受けたときは、遅滞なくこれに回答するものとする。

３ 近郊整備地帯の指定は、国土交通大臣が国土交通省令の定めるところにより告示することによつ

て、その効力を生ずる。

（都市開発区域の指定）

第二十五条 国土交通大臣は、既成市街地への産業及び人口の集中傾向を緩和し、首都圏の地域内の

産業及び人口の適正な配置を図るため必要があると認めるときは、既成市街地及び近郊整備地帯以

外の首都圏の地域のうち、工業都市、住居都市その他の都市として発展させることを適当とする区

域を都市開発区域として指定することができる。



２ 前条第二項及び第三項の規定は、前項の都市開発区域の指定について準用する。

（近郊整備地帯等の整備に関する法律）

第二十六条 前二条に定めるもののほか、近郊整備地帯内及び都市開発区域内における宅地の造成そ

の他近郊整備地帯及び都市開発区域の整備に関し必要な事項は、別に法律で定める。

第二十七条 削除

（事業の実施）

第二十八条 首都圏整備計画に基づく事業は、この法律に定めるもののほか、当該事業に関する法律

（これに基づく命令を含む ）の規定に従い、国、地方公共団体又は関係事業者が実施するものと。

する。

（協力及び勧告）

、 、 、第二十九条 関係行政機関の長 関係地方公共団体及び関係事業者は 首都圏整備計画の実施に関し

できる限り協力しなければならない。

２ 国土交通大臣は、必要があると認めるときは、関係行政機関の長、関係地方公共団体又は関係事

業者に対し、首都圏整備計画の実施に関し勧告し、及びその勧告によつてとられた措置その他首都

圏整備計画の実施に関する状況について報告を求めることができる。

（首都圏整備計画に関する施策の立案及び勧告）

第三十条 国土交通大臣は、首都圏の建設とその秩序ある発展を図るため特に必要があると認めると

きは、審議会の意見を聴いて首都圏整備計画に関する総合的な施策を立案し、これに基づいて関係

行政機関の長及び関係地方公共団体に対し、勧告し、及びその勧告によつてとられた措置について

報告を求めることができる。

（国会に対する報告等）

第三十条の二 政府は、毎年度、国会に対し首都圏整備計画の策定及び実施に関する状況を報告する

とともに、その概要を公表しなければならない。

（国の普通財産の譲渡）

第三十一条 国は、首都圏整備計画に基づく事業の用に供するため必要があると認めるときは、その

事業の執行に要する費用を負担する地方公共団体に対し、普通財産を譲渡することができる。

（資金の融通等）

第三十二条 国は、別に法律で定める場合のほか、首都圏整備計画に基づく事業を実施する地方公共

団体又は関係事業者に対し、必要な資金の融通又はあつせんに努めなければならない。

（企業債）

第三十三条 地方公共団体が首都圏整備計画に基づき行う地方公営企業法（昭和二十七年法律第二百

九十二号）に規定する地方公営企業の建設、改良等に要する資金に充てるための地方債で国土交通

大臣と総務大臣とが協議して定めるものについては、資金事情及び当該地方公共団体の財政状況が

許す限り、地方財政法（昭和二十三年法律第百九号）第五条の三第一項に規定する協議において同

意をし、又は同法第五条の四第一項若しくは第三項に規定する許可を与えるものとする。

附 則 抄

（施行期日）

１ この法律の施行期日は、公布の日から起算して六十日をこえない範囲内で政令で定める。

２ 第八条第一項中両議院の同意を得ることに係る部分及び第十九条第一項中衆議院又は参議院が指

名することに係る部分は、前項の規定にかかわらず、公布の日から施行する。

（首都建設法の廃止）

４ 首都建設法（昭和二十五年法律第二百十九号）は、廃止する。



（経過規定）

５ この法律の施行の際現に首都建設委員会の事務局の職員に兼ねて任命されている建設省計画局の

職員である者は、別に辞令を発せられないときは、同一の勤務条件をもつて、首都圏整備委員会の

事務局の職員となるものとする。

６ 平成十七年度までの間、第三十三条の規定の適用については、同条中「第五条の三第一項に規定

する協議において同意をし、又は同法第五条の四第一項若しくは第三項」とあるのは 「第三十三、

条の七第四項」とする。



○近畿圏整備法
（昭和三十八年七月十日法律第百二十九号）

最終改正：平成一七年七月二九日法律第八九号

第一章 総則（第一条・第二条）

第二章 削除（第三条―第五条）

第三章 国土審議会の調査審議等（第六条・第七条）

第四章 近畿圏整備計画（第八条―第十条）

第五章 近畿圏整備計画の実施（第十一条―第二十一条）

附則

第一章 総則

（目的）

、 、 、第一条 この法律は 近畿圏の整備に関する総合的な計画を策定し その実施を推進することにより

首都圏と並ぶわが国の経済、文化等の中心としてふさわしい近畿圏の建設とその秩序ある発展を図

ることを目的とする。

（定義）

第二条 この法律で「近畿圏」とは、福井県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県及

び和歌山県の区域（政令で定める区域を除く ）を一体とした広域をいう。。

２ この法律で「近畿圏整備計画」とは、近畿圏の建設とその秩序ある発展を図るため必要な近畿圏

の整備及び開発に関する計画をいう。

３ この法律で「既成都市区域」とは、大阪市、神戸市及び京都市の区域並びにこれらと連接する都

市の区域のうち、産業及び人口の過度の集中を防止し、かつ、都市の機能の維持及び増進を図る必

要がある市街地の区域で、政令で定めるものをいう。

４ この法律で「近郊整備区域」とは、既成都市区域の近郊で、第十一条第一項の規定により指定さ

れた区域をいう。

５ この法律で「都市開発区域」とは、既成都市区域及び近郊整備区域以外の近畿圏の地域のうち第

十二条第一項の規定により指定された区域をいう。

６ この法律で「保全区域」とは、近畿圏の地域内において文化財を保存し、緑地を保全し、又は観

光資源を保全し、若しくは開発する必要がある区域で、第十四条第一項の規定により指定されたも

のをいう。

第二章 削除

第三条～第五条 削除

第三章 国土審議会の調査審議等

（国土審議会の調査審議等）

第六条 国土審議会（以下「審議会」という ）は、国土交通大臣の諮問に応じ、近畿圏整備計画の。

策定及び実施に関する重要事項について調査審議する。

２ 審議会は、前項に規定する事項について国土交通大臣に意見を述べることができる。

第七条 削除

第四章 近畿圏整備計画

（近畿圏整備計画の内容）

第八条 近畿圏整備計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。

一 近畿圏内の人口規模、土地利用の基本的方向その他近畿圏の整備に関して基本となるべき事項



二 近郊整備区域、都市開発区域及び保全区域の指定に関する事項

三 産業基盤施設、国土保全施設、住宅及び生活環境施設、教育施設、観光施設その他の施設で、

広域性を有し、かつ、根幹となるべきものとして政令で定めるものの整備に関する事項

２ 近畿圏整備計画は、国土形成計画法（昭和二十五年法律第二百五号）第二条第一項に規定する国

土形成計画との調和が保たれたものでなければならない。

３ 近畿圏整備計画は、文化財の保存について適切な考慮が払われたものでなければならない。

（近畿圏整備計画の決定）

第九条 近畿圏整備計画は、国土交通大臣が、関係府県、関係指定都市（地方自治法（昭和二十二年

法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市をいう。以下この項において同じ ）及。

び審議会の意見を聴くとともに、関係行政機関の長に協議して決定するものとする。この場合にお

いて、国土交通大臣は、関係府県及び関係指定都市から意見の申出を受けたときは、遅滞なくこれ

に回答するとともに、関係府県、関係指定都市及び審議会の意見に基づく必要な措置について、適

切な考慮を払わなければならない。

２ 国土交通大臣は、近畿圏整備計画を決定するについて必要があると認めるときは、関係行政機関

の長、関係地方公共団体及び関係のある事業を営む者（以下「関係事業者」という ）に対し、資。

料の提出、意見の開陳、説明その他の必要な協力を求めることができる。

３ 国土交通大臣は、近畿圏整備計画を決定したときは、これを関係行政機関の長及び関係地方公共

団体に送付するとともに、国土交通省令の定めるところにより公表しなければならない。

４ 前項の規定により公表された事項に関し利害関係を有する者は、公表の日から三十日以内に、国

土交通省令の定めるところにより国土交通大臣に意見を申し出ることができる。

５ 前項の規定による申出があつたときは、国土交通大臣は、その申出を考慮して必要な措置を講じ

なければならない。

（近畿圏整備計画の変更）

第十条 近畿圏整備計画は、情勢の推移により適当でなくなつたとき、その他これを変更することが

適当であると認められるときは、変更することができる。

２ 前条の規定は、近畿圏整備計画の変更について準用する。

第五章 近畿圏整備計画の実施

（近郊整備区域の指定）

第十一条 国土交通大臣は、既成都市区域の近郊で、当該既成都市区域の市街地の無秩序な拡大を防

止するため、計画的に市街地として整備する必要がある区域を近郊整備区域として指定することが

できる。

２ 国土交通大臣は、近郊整備区域を指定しようとするときは、関係地方公共団体及び審議会の意見

を聴くとともに、関係行政機関の長に協議しなければならない。この場合において、国土交通大臣

は、関係地方公共団体から意見の申出を受けたときは、遅滞なくこれに回答するものとする。

３ 近郊整備区域の指定は、国土交通大臣が国土交通省令の定めるところにより告示することによつ

て、その効力を生ずる。

（都市開発区域の指定）

第十二条 国土交通大臣は、既成都市区域への産業及び人口の過度の集中傾向を緩和し、近畿圏の地

域内の産業及び人口の適正な配置を図るため必要があると認めるときは、既成都市区域及び近郊整

備区域以外の近畿圏の地域のうち、工業都市、住居都市その他の都市として開発することを必要と

する区域を都市開発区域として指定することができる。

２ 前条第二項及び第三項の規定は、前項の都市開発区域の指定について準用する。

（近郊整備区域等の整備等に関する法律）

第十三条 前二条に定めるもののほか、近郊整備区域内及び都市開発区域内における宅地の造成その

他近郊整備区域及び都市開発区域の整備及び開発に関し必要な事項は、別に法律で定める。

（保全区域）

第十四条 国土交通大臣は、近畿圏の地域内において文化財を保存し、緑地を保全し、又は観光資源



を保全し、若しくは開発する必要があると認める区域を保全区域として指定することができる。

２ 第十一条第二項及び第三項の規定は、前項の保全区域の指定について準用する。

３ 保全区域の整備に関し特別の措置を必要とするときは、別に法律で定めるものとする。

第十五条 削除

（事業の実施）

第十六条 近畿圏整備計画に基づく事業は この法律に定めるもののほか 当該事業に関する法律 こ、 、 （

。） 、 、 。れに基づく命令を含む の規定に従い 国 地方公共団体又は関係事業者が実施するものとする

（協力、勧告及び公表）

第十七条 関係行政機関の長、関係地方公共団体及び関係事業者は、近畿圏整備計画の実施に関し、

できる限り協力しなければならない。

２ 国土交通大臣は、必要があると認めるときは、関係行政機関の長、関係地方公共団体又は関係事

業者に対し、近畿圏整備計画の実施に関し勧告し、及びその勧告によつてとられた措置その他近畿

圏整備計画の実施に関する状況について報告を求めることができる。

３ 国土交通大臣は、毎年度、前年度における近畿圏整備計画の実施に関する状況を公表しなければ

ならない。

（近畿圏整備計画に関する施策の立案及び勧告）

第十八条 国土交通大臣は、近畿圏の建設とその秩序ある発展を図るため特に必要があると認めると

きは、審議会の意見を聴いて近畿圏整備計画に関する総合的な施策を立案し、これに基づいて関係

行政機関の長及び関係地方公共団体に対し、勧告し、及びその勧告によつてとられた措置について

報告を求めることができる。

（国の普通財産の譲渡）

第十九条 国は、近畿圏整備計画に基づく事業の用に供するため必要があると認めるときは、その事

業の執行に要する費用を負担する地方公共団体に対し、普通財産を譲渡することができる。

（近畿圏整備計画の実施に要する経費）

第二十条 政府は、近畿圏整備計画を実施するため必要な資金の確保を図り、かつ、国の財政の許す

範囲内において、その実施を促進することに努めなければならない。

（企業債）

第二十一条 地方公共団体が近畿圏整備計画に基づいて行う地方公営企業法（昭和二十七年法律第二

百九十二号）に規定する地方公営企業の建設、改良等に要する資金に充てるための地方債で国土交

通大臣と総務大臣とが協議して定めるものについては、資金事情及び当該地方公共団体の財政状況

が許す限り、地方財政法（昭和二十三年法律第百九号）第五条の三第一項に規定する協議において

同意をし、又は同法第五条の四第一項若しくは第三項に規定する許可を与えるものとする。

附 則 抄

（施行期日）

１ この法律は、公布の日から施行する。ただし、附則第五項の規定は、政令で定める日から施行す

る。

２ 前項ただし書に規定する政令は、近畿圏整備計画が四国地方開発促進計画のうち特にこれと密接

な関連を有するものについて十分考慮して作成された後、これに基づく事業と四国地方開発促進計

画に基づく事業との実施がともに円滑に行なわれるような時期において、定めるものとする。

（経過措置）

３ 平成十七年度までの間、第二十一条の規定の適用については、同条中「第五条の三第一項に規定

する協議において同意をし、又は同法第五条の四第一項若しくは第三項」とあるのは 「第三十三、

条の七第四項」とする。



○中部圏開発整備法
（昭和四十一年七月一日法律第百二号）

最終改正：平成一七年七月二九日法律第八九号

第一章 総則 （第一条・第二条）

第二章 削除（第三条―第五条）

第三章 国土審議会の調査審議等（第六条・第七条）

第四章 中部圏開発整備地方協議会（第八条）

第五章 中部圏開発整備計画（第九条―第十二条）

第六章 中部圏開発整備計画の実施（第十三条―第二十二条）

附則

第一章 総則

（目的）

第一条 この法律は、中部圏の開発及び整備に関する総合的な計画を策定し、その実施を推進するこ

とにより、東海地方、北陸地方等相互間の産業経済等の関係の緊密化を促進するとともに、首都圏

と近畿圏の中間に位する地域としての機能を高め、わが国の産業経済等において重要な地位を占め

るにふさわしい中部圏の建設とその均衡ある発展を図り、あわせて社会福祉の向上に寄与すること

を目的とする。

（定義）

第二条 この法律で「中部圏」とは、富山県、石川県、福井県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、

三重県及び滋賀県の区域を一体とした広域をいう。

２ この法律で「中部圏開発整備計画」とは、中部圏の建設とその均衡ある発展を図るため必要な中

部圏の開発及び整備に関する計画をいう。

３ この法律で「都市整備区域」とは、中部圏の地域のうち第十三条第一項の規定により指定された

区域をいう。

４ この法律で「都市開発区域」とは、都市整備区域以外の中部圏の地域のうち第十四条第一項の規

定により指定された区域をいう。

５ この法律で「保全区域」とは、中部圏の地域内において観光資源を保全し、若しくは開発し、緑

地を保全し、又は文化財を保存する必要がある区域で、第十六条第一項の規定により指定された区

域をいう。

第二章 削除

第三条～第五条 削除

第三章 国土審議会の調査審議等

（国土審議会の調査審議等）

第六条 国土審議会（以下「審議会」という ）は、国土交通大臣の諮問に応じ、中部圏開発整備計。

画の策定及び実施に関する重要事項について調査審議する。

２ 審議会は、前項に規定する事項について国土交通大臣に意見を述べることができる。

第七条 削除

第四章 中部圏開発整備地方協議会

（中部圏開発整備地方協議会）

第八条 中部圏の開発及び整備に関する重要事項を調査審議するため、関係県は、その協議により規

約を定め、共同して、中部圏開発整備地方協議会を設置する。



２ 前項の規定による関係県の協議については、当該県の議会の議決を経なければならない。

３ 中部圏開発整備地方協議会は、次に掲げる者をもつて組織する。

一 関係県の知事及び関係指定都市（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条

の十九第一項の指定都市をいう。以下この項において同じ ）の市長。

二 関係県及び関係指定都市の議会の議長

三 関係市の市長（関係指定都市の市長を除く ）を代表する者として関係県の知事が協議して指。

名する者

四 関係市の議会の議長（関係指定都市の議会の議長を除く ）を代表する者として関係県の知事。

が協議して指名する者

五 関係町村の町村長を代表する者として関係県の知事が協議して指名する者

六 関係町村の議会の議長を代表する者として関係県の知事が協議して指名する者

七 学識経験のある者のうちから関係県の知事が協議して指名する者

４ この法律に定めるもののほか、中部圏開発整備地方協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、

規約で定めるものとする。

第五章 中部圏開発整備計画

（中部圏開発整備計画の内容）

第九条 中部圏開発整備計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。

一 中部圏内の人口規模、土地利用の基本的方向その他中部圏の開発及び整備に関して基本となる

べき事項

二 都市整備区域、都市開発区域及び保全区域の指定に関する事項

三 次に掲げる事項で根幹となるべきものとして政令で定めるもの

イ 道路、鉄道、港湾、空港、運河等の交通施設及び通信施設の整備に関する事項

ロ 住宅用地、工場用地等の土地利用に関する事項

ハ 水資源の開発及び利用に関する事項

ニ 国土保全施設の整備に関する事項

ホ 住宅及び生活環境施設の整備に関する事項

ヘ 公害の発生の防止に関する施設その他公害の防止に関する事項

ト 教育文化施設の整備に関する事項

チ 観光資源の開発、利用及び保全並びに文化財の保存に関する事項

リ その他中部圏の開発及び整備に関する事項

２ 中部圏開発整備計画は、国土形成計画法（昭和二十五年法律第二百五号）第二条第一項に規定す

る国土形成計画との調和が保たれたものでなければならない。

（中部圏開発整備計画の案の作成及び提出）

第十条 関係県は、その協議により、中部圏開発整備地方協議会の調査審議を経て中部圏開発整備計

画の案を作成し、これを国土交通大臣に提出しなければならない。

（中部圏開発整備計画の作成及び決定）

第十一条 中部圏開発整備計画は、前条の規定により提出された案に基づいて作成するものとする。

２ 国土交通大臣は、中部圏開発整備計画を作成するについて必要があると認めるときは、関係行政

、 （ 「 」 。） 、機関の長 関係地方公共団体及び関係のある事業を営む者 以下 関係事業者 という に対し

資料の提出、意見の開陳、説明その他の必要な協力を求めることができる。

３ 中部圏開発整備計画は、国土交通大臣が、審議会の意見を聴くとともに、関係行政機関の長に協

議して、決定するものとする。この場合において、国土交通大臣は、関係県から意見の申出を受け

たときは、遅滞なくこれに回答するものとする。

４ 国土交通大臣は、中部圏開発整備計画の決定をするに当たつて、中部圏開発整備計画が前条の規

定により提出された案と著しく異なるものである場合その他特別の必要があると認める場合には、

関係県の意見を聴くものとする。この場合において、国土交通大臣は、関係県から意見の申出を受

けたときは、遅滞なくこれに回答するものとする。

５ 国土交通大臣は、中部圏開発整備計画を決定したときは、これを関係行政機関の長及び関係地方

公共団体に送付するとともに、国土交通省令の定めるところにより公表しなければならない。

６ 前項の規定により公表された事項に関し利害関係を有する者は、公表の日から三十日以内に、国



土交通省令の定めるところにより国土交通大臣に意見を申し出ることができる。

７ 前項の規定による申出があつたときは、国土交通大臣は、その申出を考慮して必要な措置を講じ

なければならない。

（中部圏開発整備計画の変更）

第十二条 中部圏開発整備計画は、情勢の推移により適当でなくなつたとき、その他これを変更する

ことが適当であると認められるときは、変更することができる。

２ 関係県は、前項に規定する事由に該当すると認めるときは、その協議により、国土交通大臣に対

し、中部圏開発整備計画の変更の申出をすることができる。

３ 前条第二項、第三項及び第五項から第七項までの規定は、第一項の中部圏開発整備計画の変更に

ついて準用する。この場合において、同条第三項中「審議会」とあるのは 「審議会及び関係県」、

と読み替えるものとする。

第六章 中部圏開発整備計画の実施

（都市整備区域の指定）

第十三条 国土交通大臣は、中部圏の地域内において、産業の開発の程度が高く、さらに経済の発展

が予想される地域で当該地域の発展の進度に応じ都市の機能が十分に発揮されるよう計画的に基盤

整備を行なう必要がある区域を都市整備区域として指定することができる。

２ 国土交通大臣は、都市整備区域を指定しようとするときは、関係地方公共団体及び審議会の意見

を聴くとともに、関係行政機関の長に協議しなければならない。この場合において、国土交通大臣

は、関係地方公共団体から意見の申出を受けたときは、遅滞なくこれに回答するものとする。

３ 都市整備区域の指定は、国土交通大臣が国土交通省令の定めるところにより告示することによつ

て、その効力を生ずる。

（都市開発区域の指定）

第十四条 国土交通大臣は、中部圏の均衡ある発展を図るため、都市整備区域以外の中部圏の地域の

うち、工業等の産業都市その他当該地域の発展の中心的な都市として開発整備することを必要とす

る区域を都市開発区域として指定することができる。

２ 前条第二項及び第三項の規定は、前項の都市開発区域の指定について準用する。

（都市整備区域等の整備等に関する法律）

第十五条 前二条に定めるもののほか、都市整備区域内及び都市開発区域内における宅地の造成その

他都市整備区域及び都市開発区域の整備及び開発に関し必要な事項は、別に法律で定める。

（保全区域）

第十六条 国土交通大臣は、中部圏の地域内において観光資源を保全し、若しくは開発し、緑地を保

全し、又は文化財を保存する必要があると認める区域を保全区域として指定することができる。

２ 第十三条第二項及び第三項の規定は、前項の保全区域の指定について準用する。

３ 保全区域の整備に関し特別の措置を必要とするときは、別に法律で定めるものとする。

（事業の実施）

第十七条 中部圏開発整備計画に基づく事業は、この法律に定めるもののほか、当該事業に関する法

律（これに基づく命令を含む ）の規定に従い、国、地方公共団体又は関係事業者が実施するもの。

とする。

（協力、勧告及び公表）

第十八条 関係行政機関の長、関係地方公共団体及び関係事業者は、中部圏開発整備計画の実施に関

し、できる限り協力しなければならない。

２ 国土交通大臣は、必要があると認めるときは、関係行政機関の長、関係地方公共団体又は関係事

業者に対し、中部圏開発整備計画の実施に関し勧告し、及びその勧告によつてとられた措置その他

中部圏開発整備計画の実施に関する状況について報告を求めることができる。

３ 国土交通大臣は、毎年度、前年度における中部圏開発整備計画の実施に関する状況を公表しなけ

ればならない。



（中部圏開発整備計画に関する施策の立案及び勧告）

第十九条 国土交通大臣は、中部圏の建設とその均衡ある発展を図るため特に必要があると認めると

きは、審議会の意見を聴いて中部圏開発整備計画に関する総合的な施策を立案し、これに基づいて

関係行政機関の長及び関係地方公共団体に対し、勧告し、及びその勧告によつてとられた措置につ

いて報告を求めることができる。

（国の普通財産の譲渡）

第二十条 国は、中部圏開発整備計画に基づく事業の用に供するため必要があると認めるときは、そ

の事業の執行に要する費用を負担する地方公共団体に対し、普通財産を譲渡することができる。

（中部圏開発整備計画の実施に要する経費）

第二十一条 政府は、中部圏開発整備計画を実施するため必要な資金の確保を図り、かつ、国の財政

の許す範囲内において、その実施を促進することに努めなければならない。

（地方債についての配慮）

第二十二条 地方公共団体が中部圏開発整備計画を達成するために行なう事業に要する経費に充てる

ために起こす地方債については、法令の範囲内において、資金事情及び当該地方公共団体の財政状

況が許す限り、特別の配慮をするものとする。

附 則 抄

（施行期日）

１ この法律は、公布の日から施行する。



○首都圏の近郊整備地帯及び都市開発区域の整備に関する法律
（昭和三十三年四月二十八日法律第九十八号）

最終改正：平成一七年七月二九日法律第八九号

第一章 総則（第一条―第三条）

第二章 工業団地造成事業等

第一節 工業団地造成事業（第三条の二―第十七条）

第二節 施行計画及び処分管理計画（第十八条・第十八条の二）

第三節 造成敷地等の処分及び管理等（第十九条―第二十六条）

第四節 補則（第二十六条の二―第三十条の三）

第三章 雑則（第三十一条―第三十五条の三）

第四章 罰則（第三十六条―第四十条）

附則

第一章 総則

（目的）

第一条 この法律は、首都圏の建設とその秩序ある発展に寄与するため、近郊整備地帯内及び都市開

発区域内における宅地の造成その他近郊整備地帯及び都市開発区域の整備に関し必要な事項を定

め、近郊整備地帯において計画的に市街地を整備し、及び都市開発区域を工業都市、住居都市その

他の都市として発展させることを目的とする。

（定義）

「 」 、 （ 。 「 」第二条 この法律で 近郊整備地帯 とは 首都圏整備法 昭和三十一年法律第八十三号 以下 法

という ）第二十四条第一項の規定により指定された区域をいう。。

２ この法律で「都市開発区域」とは、法第二十五条第一項の規定により指定された区域をいう。

３ この法律で「近郊整備地帯整備計画」又は「都市開発区域整備計画」とは、それぞれ近郊整備地

帯又は都市開発区域の整備に関する事項についての法第二条第二項に規定する首都圏整備計画をい

う。

４ この法律で「製造工場等」とは、製造業（物品の加工修理業を含む ）又は電気供給業若しくは。

ガス供給業に必要な工場及びその附属施設をいう。

５ この法律で「工業団地造成事業」とは、近郊整備地帯内又は都市開発区域内において、都市計画

法（昭和四十三年法律第百号）及びこの法律で定めるところに従つて行われる、製造工場等の敷地

の造成及びその敷地と併せて整備されるべき道路、排水施設、鉄道、倉庫その他の施設の敷地の造

成又はそれらの施設の整備に関する事業並びにこれに附帯する事業（造成された敷地又は整備され

た施設の処分及び管理に関するものを除く ）をいう。。

６ この法律で「造成敷地等」とは、工業団地造成事業により造成された敷地及び整備された施設を

いう。

「 」 、 。７ この法律で 造成工場敷地 とは 工業団地造成事業により造成された製造工場等の敷地をいう

８ この法律で「公共施設」とは、道路、下水道その他政令で定める公共の用に供する施設をいう。

（近郊整備地帯等の都市計画）

第三条 都市計画法第五条第三項又は第四項後段の規定にかかわらず、都市開発区域による都市計画

区域の指定に関しては、関係市町村の意見はきくことを要しない。

２ 国土交通大臣は、法第二十二条第一項又は第二十三条第一項の規定により近郊整備地帯整備計画

又は都市開発区域整備計画の決定又は変更をしたときは、速やかに当該近郊整備地帯整備計画又は

都市開発区域整備計画に従つて都市計画法の規定による都市計画を定めるように努めるものとす

る。

３ 都県又は市町村は、法第二十二条第三項（法第二十三条第二項において準用する場合を含む ）。

の規定により近郊整備地帯整備計画又は都市開発区域整備計画の送付を受けたときは、速やかに当

該近郊整備地帯整備計画又は都市開発区域整備計画に従つて都市計画法の規定による都市計画を定

めるように努めるものとする。



第二章 工業団地造成事業等

第一節 工業団地造成事業

（工業団地造成事業に係る市街地開発事業等予定区域に関する都市計画）

第三条の二 都市計画法第十二条の二第二項の規定により工業団地造成事業に係る市街地開発事業等

予定区域について都市計画に定めるべき区域は、次の各号に掲げる条件に該当する土地の区域でな

ければならない。

一 次に掲げる区域内にあつて、それぞれ当該区域の整備発展の中核となるべき相当規模の区域で

あること。

イ 近郊整備地帯内において工業市街地として整備することが適当な区域

ロ 工業都市として発展させることが適当な都市開発区域

二 前号イの区域については近郊整備地帯整備計画が、同号ロの区域については当該都市開発区域

に係る都市開発区域整備計画が整備されていること。

三 当該区域内において建築物の敷地として利用されている土地がきわめて少ないこと。

四 都市計画法第八条第一項第一号の工業専用地域内にあること。

２ 国土交通大臣は、工業団地造成事業に係る市街地開発事業等予定区域に関する都市計画を定め、

又はその決定若しくは変更に同意しようとするときは、あらかじめ、工業立地上の観点からする経

済産業大臣の意見を聴かなければならない。

（工業団地造成事業に関する都市計画）

第四条 都市計画法第十二条第二項の規定により工業団地造成事業について都市計画に定めるべき施

行区域は、前条第一項各号に掲げる条件に該当する土地の区域でなければならない。

２ 前条第二項の規定は、国土交通大臣が工業団地造成事業に関する都市計画を定め、又はその決定

若しくは変更に同意しようとする場合について準用する。

第五条 工業団地造成事業に関する都市計画においては、都市計画法第十二条第二項に定める事項の

ほか、公共施設の配置及び規模並びに宅地（工業団地造成事業により造成される敷地のうち公共施

設の用に供する土地を除く ）の利用計画を定めるものとする。。

、 。２ 工業団地造成事業に関する都市計画は 次の各号に掲げるところに従つて定めなければならない

一 道路、下水道その他の施設に関する都市計画が定められている場合においては、その都市計画

に適合するように定めること。

二 当該区域が製造工場等の生産能率が十分に発揮されるよう適切な配置及び規模の道路、排水施

設、公園又は緑地その他の施設を備えた工業団地となるように定めること。

（工業団地造成事業の施行）

第六条 工業団地造成事業は、都市計画事業として施行する。

（施行者）

第七条 工業団地造成事業は、地方公共団体が施行する。

第八条～第十七条 削除

第二節 施行計画及び処分管理計画

（施行計画）

第十八条 施行者（工業団地造成事業を施行する者をいう。以下同じ ）は、国土交通省令で定める。

ところにより、工業団地造成事業に関する施行計画（以下「施行計画」という ）を定めなければ。

ならない。

２ 施行者は、施行計画を定めたときは、国土交通省令で定めるところにより、これを都県にあつて

は国土交通大臣に、その他の者にあつては都県知事に届け出なければならない。施行計画を変更し

たときも、同様とする。

３ 施行者は、施行計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、施行計画又はその変更



に関係のある公共施設の管理者又は管理者となるべき者その他政令で定める者に協議しなければな

らない。

（処分管理計画）

第十八条の二 施行者は、国土交通省令で定めるところにより、造成敷地等の処分及び管理に関する

計画（以下「処分管理計画」という ）を定めなければならない。。

２ 施行者は、処分管理計画を定めたときは、国土交通省令で定めるところにより、これを国土交通

大臣に届け出なければならない。

３ 国土交通大臣は、前項の届出があつた場合においては、関係行政機関の長の意見をきき、この法

律及び近郊整備地帯整備計画又は当該都市開発区域に係る都市開発区域整備計画の趣旨に照らして

必要があると認めるときは、当該処分管理計画の変更を求めることができる。

４ 前二項の規定は、施行者又は施行者であつた者が処分管理計画を変更した場合に準用する。

５ 前条第三項の規定は、処分管理計画を定め、又は変更しようとする場合に準用する。

第三節 造成敷地等の処分及び管理等

（工事の完了の公告）

第十九条 施行者は、製造工場等の敷地の造成に関する工事（施行計画で特に定める工事を除く ）。

を完了したときは、遅滞なく、その旨を都県知事に届け出なければならない。

２ 都県知事は、前項の届出があつた場合において、その届出に係る工事が施行計画に適合している

と認めたときは、遅滞なく、当該工事が完了した旨を公告しなければならない。

（造成敷地等の処分及び管理）

第二十条 施行者であつた者は、造成敷地等をこの法律及び処分管理計画に従つて処分し、又は管理

しなければならない。

２ 施行者であつた者がこの法律の規定により行う造成敷地等の処分については、地方公共団体の財

産の処分に関する法令の規定は、適用しない。

（工業団地造成事業の施行により設置された公共施設の管理）

第二十条の二 工業団地造成事業の施行により公共施設が設置された場合においては、その公共施設

は、第十九条第二項の公告の日の翌日において、その公共施設の存する市町村の管理に属するもの

とする。ただし、他の法律に基づき管理すべき者が別にあるとき、又は処分管理計画に特に管理す

べき者の定めがあるときは、それらの者の管理に属するものとする。

２ 施行者は、第十九条第二項の公告の日以前においても、公共施設に関する工事が完了した場合に

おいては、前項の規定にかかわらず、その公共施設を管理すべき者にその管理を引き継ぐことがで

きる。

３ 施行者であつた者は、第十九条第二項の公告の日の翌日において、公共施設に関する工事が完了

していない場合においては、第一項の規定にかかわらず、その工事が完了したときにおいて、その

公共施設を管理すべき者にその管理を引き継ぐことができる。

４ 公共施設を管理すべき者は、前二項の規定により施行者又は施行者であつた者からその公共施設

について管理の引継ぎの申出があつた場合においては、その公共施設に関する工事が施行計画に適

合しない場合のほか、その引継ぎを拒むことができない。

（公共施設の用に供する土地の帰属）

第二十条の三 工業団地造成事業の施行により、従前の公共施設に代えて新たな公共施設が設置され

ることとなる場合においては、従前の公共施設の用に供していた土地で国又は地方公共団体が所有

するものは、第十九条第二項の公告の日の翌日において施行者であつた者に帰属するものとし、こ

れに代わるものとして処分管理計画で定める新たな公共施設の用に供する土地は、その日において

それぞれ国又は当該地方公共団体に帰属するものとする。

２ 工業団地造成事業の施行により設置された公共施設の用に供する土地は、前項に規定するもの及

び処分管理計画で特別の定めをしたものを除き、第十九条第二項の公告の日の翌日において、当該

公共施設を管理すべき者（その者が地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二条第九項第一

号に規定する第一号法定受託事務（以下単に「第一号法定受託事務」という ）として当該公共施。

設を管理する地方公共団体であるときは、国）に帰属するものとする。



（造成工場敷地の譲受人の公募）

第二十一条 施行者であつた者は、造成工場敷地について、国土交通省令で定めるところにより、そ

の譲受人を公募しなければならない。

（造成工場敷地の譲受人の資格）

第二十二条 造成工場敷地の譲受人は、少なくとも、次の各号に掲げる条件を備えた者でなければな

らない。

一 当該造成工場敷地において自ら製造工場等を経営しようとする者であること。

二 製造工場等の建設及び経営に必要な資力及び信用を有する者であること。

三 譲渡の対価の支払能力がある者であること。

（造成工場敷地の譲受人の選考）

第二十三条 施行者であつた者は、造成工場敷地の譲受人を、公正な方法で選考して決定するものと

する。この場合においては、製造工場等の敷地を当該工業団地造成事業に必要な土地として提供し

た者に対しては、その他の者に優先しなければならない。

（製造工場等の建設）

第二十四条 施行者であつた者から造成工場敷地を譲り受けた者は、国土交通省令で定めるところに

、 、 、より製造工場等の建設の工期 工事概要等に関する計画を定めて 施行者であつた者の承認を受け

当該計画に従つて製造工場等を建設しなければならない。

２ 施行者であつた者から造成工場敷地を譲り受けた者が前項の規定により承認を受けた計画を変更

しようとする場合において、変更に係る事項が国土交通省令で定める軽微なものであるときは、同

項の規定による承認を要しない。

３ 施行者であつた者は、第一項の規定に違反した者に対して、造成工場敷地の譲渡契約を解除する

ことができる。

（造成工場敷地に関する権利の処分の制限）

第二十五条 第十九条第二項の公告の日の翌日から起算して十年間は、造成工場敷地の所有権、地上

権、質権、使用貸借による権利又は賃借権その他の使用及び収益を目的とする権利の設定又は移転

については、国土交通省令で定めるところにより、当事者が施行者であつた者の長の承認を受けな

ければならない。ただし、次の各号のいずれかに掲げる場合は、この限りでない。

一 相続その他の一般承継により当該権利が移転する場合

二 滞納処分、強制執行、担保権の実行としての競売（その例による競売を含む ）又は企業担保。

権の実行により当該権利が移転する場合

三 土地収用法（昭和二十六年法律第二百十九号）その他の法律により当該造成工場敷地が収用さ

れ、又は使用される場合

２ 前項に規定する承認には、造成工場敷地の製造工場等の敷地としての合理的な利用を確保するた

め必要な条件を附することができる。この場合において、その条件は、当該承認を受けた者に不当

な義務を課するものであつてはならない。

（造成工場敷地を表示した図書の備置き等）

第二十六条 施行者であつた者は、第十九条第二項の公告があつたときは、造成工場敷地の存する市

町村の長に対し、国土交通省令で定めるところにより、当該造成工場敷地の存する区域を表示した

図書を送付しなければならない。

２ 前項の図書の送付を受けた市町村長は、第十九条第二項の公告の日の翌日から起算して十年間、

その図書を当該市町村の役場に備え置いて、関係人の請求があつたときは、これを閲覧させなけれ

ばならない。

３ 施行者であつた者は、国土交通省令で定めるところにより、第十九条第二項の公告の日の翌日か

ら起算して十年間、工業団地造成事業を施行した土地の区域内の見やすい場所に、工業団地造成事

業を施行した土地である旨を表示した標識を設置しなければならない。

４ 何人も、前項の規定により設けられた標識を設置者の承諾を得ないで移転し、若しくは除却し、

又は汚損し、若しくは損壊してはならない。



第四節 補則

（測量のための標識の設置）

第二十六条の二 工業団地造成事業を施行しようとする者又は施行者は、工業団地造成事業の施行の

準備又は施行に必要な測量を行なうため必要がある場合においては、国土交通省令で定める標識を

設けることができる。

２ 何人も、前項の規定により設けられた標識を設置者の承諾を得ないで移転し、若しくは除却し、

又は汚損し、若しくは損壊してはならない。

（関係簿書の閲覧等）

第二十六条の三 工業団地造成事業を施行しようとする者又は施行者は、工業団地造成事業の施行の

準備又は施行のため必要がある場合においては、工業団地造成事業を施行しようとする、又は施行

する土地を管轄する登記所に対し、又はその他の官公署の長に対し、無償で必要な簿書の閲覧若し

くは謄写又はその謄本若しくは抄本若しくは登記事項証明書の交付を求めることができる。

（建築物等の収用の請求）

第二十六条の四 工業団地造成事業につき都市計画法第六十九条の規定により適用される土地収用法

の規定により土地又は権利が収用される場合において、権原により当該土地又は当該権利の目的で

ある土地に建築物その他の土地に定着する工作物を所有する者は、その工作物の収用を請求するこ

とができる。

２ 土地収用法第八十七条の規定は、前項の規定による収用の請求について準用する。

（費用の負担）

第二十七条 工業団地造成事業に要する費用は、施行者が負担する。

（書類の送付に代わる公告）

第二十七条の二 施行者又は施行者であつた者は、工業団地造成事業の施行に関し書類を送付する場

合において、送付を受けるべき者がその書類の受領を拒んだとき、又は過失がなくて、その者の住

所、居所その他書類を送付すべき場所を確知することができないときは、その書類の内容を公告す

ることをもつて書類の送付に代えることができる。

２ 前項の公告があつた場合においては、その公告の日の翌日から起算して十日を経過した日に、当

該書類が送付を受けるべき者に到達したものとみなす。

（監督）

第二十八条 国土交通大臣は施行者である都県に対し、都県知事は施行者であるその他の地方公共団

体に対し、それぞれ、それらの者が定めた施行計画又はそれらの者が行う工事が、この法律、この

法律に基づく命令若しくは工業団地造成事業である都市計画事業の内容又は施行計画に従つていな

いと認める場合においては、工業団地造成事業の適正な施行を確保するため必要な限度において、

施行計画の変更又は工事の中止若しくは変更その他必要な措置を講ずべきことを求めることができ

る。

２ 施行者である地方公共団体は、前項の規定による要求を受けたときは、当該施行計画の変更又は

当該工事の中止若しくは変更その他必要な措置を講じなければならない。

３ 国土交通大臣は、第二十一条から第二十三条までの規定に違反する譲受人の決定又は違法若しく

は不当な第二十五条の規定に基づく承認若しくは不承認の処分が行われたときは、造成工場敷地の

適正な処分及び管理を確保するため必要な限度において、施行者であつた者に対し、造成工場敷地

の処分の差止めを求め、又は承認若しくは不承認の処分を取り消すことができる。

４ 施行者であつた者は、前項の規定による要求を受けたときは、当該処分を差し止めなければなら

ない。

（報告、勧告等）

第二十九条 国土交通大臣は施行者に対して、都県知事は施行者である市町村に対して、それぞれそ

の施行する工業団地造成事業の施行に関し、この法律の施行のため必要な限度において、報告若し

くは資料の提出を求め、又は工業団地造成事業の施行の促進を図るため必要な勧告、助言若しくは

援助をすることができる。



２ 国土交通大臣は施行者若しくはその長又は施行者であつた者若しくはその長に対して、都県知事

は施行者である、若しくは施行者であつた市町村又はその長に対して、それぞれその行う造成敷地

等の処分及び管理に関し、この法律の施行のため必要な限度において、報告若しくは資料の提出を

求め、又は造成敷地等の処分及び管理を適正に行わせるため必要な勧告若しくは助言をすることが

できる。

（審査請求）

第三十条 施行者であつた者が第二十四条第一項の規定に基づいてした承認又は不承認の処分に不服

がある者は、国土交通大臣に対して行政不服審査法（昭和三十七年法律第百六十号）による審査請

求をすることができる。

（不動産登記法の特例）

第三十条の二 工業団地造成事業を施行すべき土地の区域内の土地及び建物の登記については、政令

で不動産登記法（平成十六年法律第百二十三号）の特例を定めることができる。

（政令への委任）

第三十条の三 この章に特に定めるもののほか、この章の規定によりすべき公告の方法その他この章

の規定の実施のため必要な事項は、政令で定める。

第三章 雑則

（国の援助）

第三十一条 国は、近郊整備地帯整備計画又は都市開発区域整備計画に基づいて土地区画整理事業、

工業用水道の布設その他の事業を実施する地方公共団体に対し、必要な資金の確保その他の援助に

努めるものとする。

（宅地の造成等についての配慮）

第三十二条 地方公共団体が近郊整備地帯整備計画又は都市開発区域整備計画に基づいて一団地の宅

地を造成する場合においては、関係行政機関の長は、その宅地の造成が円滑に遂行されるように配

慮するものとする。

第三十三条 地方財政再建促進特別措置法（昭和三十年法律第百九十五号）第二十二条第四項に規定

する準用財政再建団体である地方公共団体が近郊整備地帯整備計画又は都市開発区域整備計画に基

づく事業を実施するために財政再建計画に変更を加えようとする場合においては、総務大臣は、そ

の財政の再建が合理的に達成できると認める限り、同項において準用する同法第三条第一項の規定

による当該財政再建計画の変更の同意に当たつて、これらの事業の実施が確保されるように配慮す

るものとする。

（地方税の不均一課税に伴う措置）

第三十三条の二 低開発地域工業開発促進法（昭和三十六年法律第二百十六号）第五条の規定その他

政令で定める法律の規定が適用される場合を除き、地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）

第六条の規定により、政令で定める地方公共団体が、都市開発区域内において製造の事業の用に供

する設備を新設し、又は増設した者について、その事業に係る工場用の建物若しくはその敷地であ

る土地の取得に対する不動産取得税又はその事業に係る機械及び装置若しくはその事業に係る工場

用の建物若しくはその敷地である土地に対する固定資産税に係る不均一の課税をした場合におい

て、これらの措置が政令で定める場合に該当するものと認められるときは、地方交付税法（昭和二

十五年法律第二百十一号）第十四条の規定による当該地方公共団体の各年度における基準財政収入

額は、同条の規定にかかわらず、当該地方公共団体の当該各年度分の減収額（固定資産税に関する

これらの措置による減収額にあつては、これらの措置がなされた最初の年度以降三箇年度における

ものに限る ）のうち総務省令で定めるところにより算定した額を同条の規定による当該地方公共。

団体の当該各年度（これらの措置が総務省令で定める日以後において行なわれたときは、当該減収

額について当該各年度の翌年度）における基準財政収入額となるべき額から控除した額とする。

（国有財産の売払代金等の特約）



第三十四条 各省各庁の長（国有財産法（昭和二十三年法律第七十三号）第四条第二項に規定する各

省各庁の長をいう。以下この条において同じ ）は、近郊整備地帯内又は都市開発区域内において。

政令で定める製造業（物品の加工修理業を含む ）又は電気供給業若しくはガス供給業を営む者に。

対し、その事業に必要な工場又は政令で定めるその他の施設の用に供するため普通財産である国有

財産を譲渡する場合において、近郊整備地帯整備計画又は当該都市開発区域に係る都市開発区域整

備計画に照らして適当であると認められるときは、その売払代金又は交換差金について、確実な担

保を徴し、かつ、利息を附して、十年以内の延納の特約をすることができる。

２ 各省各庁の長は、前項の規定により延納の特約をしようとするときは、延納期限、担保及び利率

について、財務大臣に協議しなければならない。

３ 各省各庁の長は、第一項の規定により延納の特約をした場合において、当該財産の譲渡を受けた

者のする管理が適当でないと認めるときは、ただちにその特約を解除しなければならない。

（鉄道又は軌道の敷設等のための資金のあつせん）

第三十五条 国は、一般公衆の利用に供する鉄道又は軌道で近郊整備地帯又は都市開発区域を育成発

展させるため必要であると認められるものを敷設する者に対し、必要な資金のあつせんに努めるも

のとする。

２ 国は、近郊整備地帯内又は都市開発区域内における工場その他の施設の新設又は増設で近郊整備

地帯整備計画又は当該都市開発区域に係る都市開発区域整備計画に照らして適当であると認められ

るものをする者に対し、必要な資金のあつせんに努めるものとする。

（権限の委任）

第三十五条の二 この法律に規定する国土交通大臣の権限は、国土交通省令で定めるところにより、

その一部を地方整備局長に委任することができる。

（事務の区分）

第三十五条の三 第十九条第二項の規定により都県が処理することとされている事務（都県が施行す

る工業団地造成事業に係るものに限る ）は、第一号法定受託事務とする。。

２ 第二十六条第二項の規定により市町村が処理することとされている事務（都県が造成した造成工

場敷地に係るものに限る ）は、地方自治法第二条第九項第二号に規定する第二号法定受託事務と。

する。

第四章 罰則

（罰則）

第三十六条 第二十四条第一項の規定に違反して、造成工場敷地を製造工場等の建設以外の目的に使

用した者は、一年以下の懲役又は十万円以下の罰金に処する。

第三十七条 次の各号の一に該当する者は、六月以下の懲役又は三万円以下の罰金に処する。

一 第二十四条第一項の規定に違反して、計画の承認を受ける手続をせず、又は承認を受けた計画に

従つて製造工場等を建設しなかつた者

、 、二 第二十五条第一項の規定に違反して 同項に掲げる権利の設定又は移転につき承認を受けないで

造成工場敷地を権利者に引き渡した者

三 第二十五条第二項の規定により附した条件に違反した者

第三十八条 第二十六条第四項又は第二十六条の二第二項の規定に違反して、第二十六条第三項又は

第二十六条の二第一項の規定による標識を移転し、除却し、汚損し、又は損壊した者は、三万円以

下の罰金に処する。

第三十九条 第二十五条第一項の承認について虚偽の申請をした者は、十万円以下の過料に処する。

第四十条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の

業務又は財産に関し、第三十六条又は第三十七条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、

その法人又は人に対して各本条の罰金刑を科する。



附 則 抄

１ この法律は、公布の日から施行する。



○首都圏近郊緑地保全法
（昭和四十一年六月三十日法律第百一号）

最終改正：平成一七年七月二九日法律第八九号

（目的）

第一条 この法律は、首都圏の近郊整備地帯において良好な自然の環境を有する緑地を保全すること

が、首都及びその周辺の地域における現在及び将来の住民の健全な生活環境を確保するため、ひい

ては首都圏の秩序ある発展を図るために欠くことのできない条件であることにかんがみ、その保全

に関し必要な事項を定めることにより、近郊整備地帯の無秩序な市街地化を防止し、もつて首都圏

の秩序ある発展に寄与することを目的とする。

（定義）

第二条 この法律で「近郊整備地帯」とは、首都圏整備法（昭和三十一年法律第八十三号）第二十四

条第一項の規定により指定された区域をいう。

２ この法律で「近郊緑地」とは、近郊整備地帯内の緑地であつて、樹林地、水辺地若しくはその状

況がこれらに類する土地が、単独で、若しくは一体となつて、又はこれらに隣接している土地が、

これらと一体となつて、良好な自然の環境を形成し、かつ、相当規模の広さを有しているものをい

う。

（近郊緑地保全区域の指定）

第三条 国土交通大臣は、近郊緑地のうち、無秩序な市街地化のおそれが大であり、かつ、これを保

全することによつて得られる首都及びその周辺の地域の住民の健全な心身の保持及び増進又はこれ

らの地域における公害若しくは災害の防止の効果が著しい近郊緑地の土地の区域を、近郊緑地保全

区域（以下「保全区域」という ）として指定することができる。。

２ 国土交通大臣は、保全区域の指定をしようとするときは、広域的かつ長期的な見地から行なうよ

うにしなければならない。

３ 国土交通大臣は、保全区域の指定をしようとするときは、関係地方公共団体及び国土審議会の意

見を聴くとともに、環境大臣その他関係行政機関の長に協議しなければならない。この場合におい

て、国土交通大臣は、関係地方公共団体から意見の申出を受けたときは、遅滞なくこれに回答する

ものとする。

４ 保全区域の指定は、国土交通大臣が官報に告示することによつて、その効力を生ずる。

５ 前二項の規定は、保全区域の変更について準用する。

（近郊緑地保全計画）

第四条 国土交通大臣は、保全区域の指定をしたときは、当該保全区域について、近郊緑地の保全に

関する計画（以下「近郊緑地保全計画」という ）を決定しなければならない。。

２ 近郊緑地保全計画には、次に掲げる事項を定めなければならない。

一 保全区域内における行為の規制その他当該近郊緑地の保全に関する事項

二 保全区域内において当該近郊緑地の保全に関連して必要とされる施設の整備に関する事項

三 近郊緑地特別保全地区（保全区域内の特別緑地保全地区で保全区域内において近郊緑地の保全

のため特に必要とされるものをいう。以下同じ ）の指定の基準に関する事項。

四 近郊緑地特別保全地区内における土地の買入れに関する事項

３ 近郊緑地保全計画は、環境大臣と協議し、かつ、首都圏整備法の定める手続によつて、近郊整備

地帯の整備に関する事項についての同法第二条第二項に規定する首都圏整備計画として決定するも

のとする。

（近郊緑地特別保全地区に関する都市計画）

第五条 保全区域内の次の各号に規定する条件に該当する土地の区域については、前条第二項第三号

に規定する基準に従い、都市計画に近郊緑地特別保全地区を定めることができる。

一 近郊緑地特別保全地区に関する都市計画を定めることによつて得られる首都及びその周辺の地

域の住民の健全な心身の保持及び増進又はこれらの地域における公害若しくは災害の防止の効果

が特に著しいこと。

二 特に良好な自然の環境を有すること。



２ 国土交通大臣は、近郊緑地特別保全地区に関する都市計画を定め、又はその決定若しくは変更に

同意しようとするときは、あらかじめ、環境保全上の観点からする環境大臣の意見及び工業立地上

の観点からする経済産業大臣の意見を聴かなければならない。

（指定の準備のための土地の立入り等）

第六条 国土交通大臣は、保全区域の指定の準備のため他人の占有する土地に立ち入つて調査を行な

う必要がある場合においては、その必要な限度において、他人の占有する土地に、自ら立ち入り、

又はその命じた者若しくは委任した者に立ち入らせることができる。

２ 前項の規定により他人の占有する土地に立ち入ろうとする者は、立ち入ろうとする日の三日前ま

でに、その旨を土地の占有者に通知しなければならない。

３ 第一項の規定により、建築物が所在し、又はかき、さく等で囲まれた他人の占有する土地に立ち

入ろうとする場合においては、その立ち入ろうとする者は、立入りの際、あらかじめ、その旨を土

地の占有者に告げなければならない。

４ 日出前及び日没後においては、土地の占有者の承諾があつた場合を除き、前項に規定する土地に

立ち入つてはならない。

５ 土地の占有者は、正当な理由がない限り、第一項の規定による立入りを拒み、又は妨げてはなら

ない。

６ 第一項の規定により他人の占有する土地に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証明書を携帯

し、関係人の請求があつた場合においては、これを提示しなければならない。

７ 国は、第一項の規定による行為により他人に損失を与えた場合においては、その損失を受けた者

に対して、通常生ずべき損失を補償する。

８ 前項の規定による損失の補償については、国土交通大臣と損失を受けた者が協議しなければなら

ない。

９ 前項の規定による協議が成立しない場合においては、国土交通大臣又は損失を受けた者は、政令

で定めるところにより、収用委員会に土地収用法（昭和二十六年法律第二百十九号）第九十四条第

二項の規定による裁決を申請することができる。

（保全区域における行為の届出）

第七条 保全区域（緑地保全地域及び特別緑地保全地区を除く。以下この条及び次条第一項において

同じ ）内において、次に掲げる行為をしようとする者は、国土交通省令で定めるところにより、。

あらかじめ、都県知事にその旨を届け出なければならない。

一 建築物その他の工作物の新築、改築又は増築

二 宅地の造成、土地の開墾、土石の採取、鉱物の掘採その他の土地の形質の変更

三 木竹の伐採

四 水面の埋立て又は干拓

五 前各号に掲げるもののほか、当該近郊緑地の保全に影響を及ぼすおそれのある行為で政令で定

めるもの

２ 都県知事は、前項の届出があつた場合において、当該近郊緑地の保全のため必要があると認める

ときは、届出をした者に対して、必要な助言又は勧告をすることができる。

３ 国の機関は、第一項の規定による届出を要する行為をしようとするときは、あらかじめ、都県知

事にその旨を通知しなければならない。

４ 次に掲げる行為については、前三項の規定は、適用しない。

一 近郊緑地保全計画に基づいて行う行為

二 次条第一項の規定による管理協定において定められた当該管理協定区域内の近郊緑地の保全に

関連して必要とされる施設の整備に関する事項に従つて行う行為

三 通常の管理行為、軽易な行為その他の行為で政令で定めるもの

四 保全区域が指定され、又はその区域が拡張された際既に着手していた行為

五 非常災害のため必要な応急措置として行う行為

六 前各号に掲げるもののほか、公益性が特に高いと認められる事業の実施に係る行為のうち当該

近郊緑地の保全上著しい支障を及ぼすおそれがないと認められるものであつて、政令で定めるも

の

（管理協定の締結等）

第八条 地方公共団体又は都市緑地法（昭和四十八年法律第七十二号）第六十八条第一項の規定によ



り指定された緑地管理機構（第十六条第一項第一号に掲げる業務を行うものに限る ）は、保全区。

域内の近郊緑地の保全のため必要があると認めるときは、当該保全区域内の土地又は木竹の所有者

又は使用及び収益を目的とする権利（臨時設備その他一時使用のため設定されたことが明らかなも

のを除く を有する者 以下 土地の所有者等 と総称する と次に掲げる事項を定めた協定 以。） （ 「 」 。） （

下「管理協定」という ）を締結して、当該土地の区域内の近郊緑地の管理を行うことができる。。

一 管理協定の目的となる土地の区域（以下「管理協定区域」という ）。

二 管理協定区域内の近郊緑地の管理の方法に関する事項

三 管理協定区域内の近郊緑地の保全に関連して必要とされる施設の整備が必要な場合にあつて

は、当該施設の整備に関する事項

四 管理協定の有効期間

五 管理協定に違反した場合の措置

２ 管理協定については、管理協定区域内の土地の所有者等の全員の合意がなければならない。

３ 管理協定の内容は、次の各号に掲げる基準のいずれにも適合するものでなければならない。

一 近郊緑地保全計画との調和が保たれたものであること。

二 土地及び木竹の利用を不当に制限するものでないこと。

三 第一項各号に掲げる事項について国土交通省令で定める基準に適合するものであること。

４ 地方公共団体又は第一項の緑地管理機構は、管理協定に同項第三号に掲げる事項を定めようとす

る場合においては、当該事項について、あらかじめ、都県知事（当該土地が地方自治法（昭和二十

二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市（以下「指定都市」という ）の区。

域内に存する場合にあつては、当該指定都市の長）と協議しなければならない。ただし、都県が当

該都県の区域（指定都市の区域を除く ）内の土地について、又は指定都市が当該指定都市の区域。

内の土地について管理協定を締結する場合は、この限りでない。

５ 第一項の緑地管理機構が管理協定を締結しようとするときは、あらかじめ、都県知事の認可を受

けなければならない。

（管理協定の縦覧等）

第九条 地方公共団体又は都県知事は、それぞれ管理協定を締結しようとするとき、又は前条第五項

の規定による管理協定の認可の申請があつたときは、国土交通省令で定めるところにより、その旨

を公告し、当該管理協定を当該公告の日から二週間関係人の縦覧に供さなければならない。

２ 前項の規定による公告があつたときは、関係人は、同項の縦覧期間満了の日までに、当該管理協

定について、地方公共団体又は都県知事に意見書を提出することができる。

（管理協定の認可）

第十条 都県知事は、第八条第五項の規定による管理協定の認可の申請が、次の各号のいずれにも該

当するときは、当該管理協定を認可しなければならない。

一 申請手続が法令に違反しないこと。

二 管理協定の内容が、第八条第三項各号に掲げる基準のいずれにも適合するものであること。

（管理協定の公告等）

第十一条 地方公共団体又は都県知事は、それぞれ管理協定を締結し又は前条の認可をしたときは、

国土交通省令で定めるところにより、その旨を公告し、かつ、当該管理協定の写しをそれぞれ当該

地方公共団体又は当該都県の事務所に備えて公衆の縦覧に供するとともに、管理協定区域である旨

を当該区域内に明示しなければならない。

（管理協定の変更）

第十二条 第八条第二項から第五項まで及び前三条の規定は、管理協定において定めた事項の変更に

ついて準用する。

（管理協定の効力）

第十三条 第十一条（前条において準用する場合を含む ）の規定による公告のあつた管理協定は、。

その公告のあつた後において当該管理協定区域内の土地の所有者等となつた者に対しても、その効

力があるものとする。

（管理協定に係る都市の美観風致を維持するための樹木の保存に関する法律の特例）



第十四条 第八条第一項の緑地管理機構が管理協定に基づき管理する樹木又は樹木の集団で都市の美

観風致を維持するための樹木の保存に関する法律（昭和三十七年法律第百四十二号）第二条第一項

の規定に基づき保存樹又は保存樹林として指定されたものについての同法の規定の適用について

は、同法第五条第一項中「所有者」とあるのは「所有者及び緑地管理機構（都市緑地法（昭和四十

） 。 。）」八年法律第七十二号 第六十八条第一項の規定により指定された緑地管理機構をいう 以下同じ

と、同法第六条第二項及び第八条中「所有者」とあるのは「緑地管理機構」と、同法第九条中「所

有者」とあるのは「所有者又は緑地管理機構」とする。

（都市緑地法の特例）

第十五条 保全区域内の緑地保全地域について定められる緑地保全計画（都市緑地法第六条第一項の

規定による緑地保全計画をいう。以下同じ ）は、近郊緑地保全計画に適合したものでなければな。

らない。

２ 都県は、保全区域内の緑地保全地域について緑地保全計画を定め、又はこれを変更しようとする

ときは、あらかじめ、国土交通大臣に協議し、その同意を得なければならない。

３ 前二項に定めるもののほか、保全区域内の緑地保全地域並びに当該地域内における都市緑地法第

二十四条第一項の管理協定及び同法第五十五条第一項の市民緑地についての同法の規定の適用につ

いては、同法第二十四条第四項及び第五十五条第五項第二号中「当該指定都市の長、当該土地が中

核市の区域内に存する場合にあつては当該中核市の長」とあるのは「、当該指定都市の長」と、同

法第二十四条第四項及び第五十五条第六項第二号中「指定都市の区域及び中核市の区域」とあるの

は「指定都市の区域」と 「について、又は中核市が当該中核市の区域内の土地について」とある、

「 」 、 「 」 「 」 、のは について と 同法第三十二条第一項中 指定都市及び中核市 とあるのは 指定都市 と

「当該指定都市又は中核市（以下この条において「指定都市等」という 」とあるのは「当該指定。）

都市」と 「指定都市等に」とあるのは「指定都市に」と、同条第二項中「市町村都市計画審議会、

（当該中核市に市町村都市計画審議会が置かれていないときは、当該中核市の存する都道府県の都

道府県都市計画審議会 」とあるのは「市町村都市計画審議会」とする。）

第十六条 都市緑地法第六十八条第一項の規定により指定された緑地管理機構（同法第六十九条第一

号イに掲げる業務を行うものに限る ）は、同法第六十九条各号に掲げる業務のほか、次に掲げる。

業務を行うことができる。

一 管理協定に基づく近郊緑地の管理を行うこと。

二 前号の業務に附帯する業務を行うこと。

２ 前項の場合においては、都市緑地法第七十条中「又はニ（１ 」とあるのは 「、ニ（１）又は首） 、

都圏保全法第十六条第一項第一号」とする。

（費用の負担及び補助）

第十七条 保全区域内の近郊緑地の保全に要する費用は、都県の負担とする。

２ 国は、都県が行う都市緑地法第十六条において読み替えて準用する同法第十条第一項の規定によ

る損失の補償及び同法第十七条第一項の規定による土地の買入れ並びに市町村が行う同条第三項の

規定による土地の買入れに要する費用のうち、近郊緑地特別保全地区に係るものについては、政令

で定めるところにより、その一部を補助する。

（権限の委任）

第十八条 この法律に規定する国土交通大臣の権限は、国土交通省令で定めるところにより、その一

部を地方整備局長に委任することができる。

（大都市の特例）

第十九条 この法律の規定により、都県が処理することとされている事務（第八条第四項及び第五項

並びに第九条から第十一条まで（これらの規定を第十二条において準用する場合を含む ）に規定。

する事務を除く ）は、指定都市においては、指定都市が処理するものとする。この場合において。

は、この法律中都県に関する規定は、指定都市に関する規定として指定都市に適用があるものとす

る。

（近郊緑地特別保全地区内の近郊緑地の保全のために必要な資金についての配慮）

第二十条 国は、都県が近郊緑地特別保全地区内の近郊緑地の保全のために行う事業に必要な資金に



ついては、法令の範囲内において、資金事情及び当該都県の財政状況が許す限り、配慮するものと

する。

（罰則）

第二十一条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。

一 第六条第五項の規定に違反した者

二 第七条第一項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者

第二十二条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人

の業務又は財産に関して前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対

して各本条の罰金刑を科する。

附 則 抄

（施行期日）

、 。１ この法律は 公布の日から起算して六月をこえない範囲内において政令で定める日から施行する



○近畿圏の近郊整備区域及び都市開発区域の整備及び開発に関する法律
（昭和三十九年七月三日法律第百四十五号）

最終改正：平成一七年七月二九日法律第八九号

第一章 総則（第一条―第五条）

第二章 工業団地造成事業等

第一節 工業団地造成事業（第五条の二―第九条）

第二節 削除（第十条―第二十三条）

第三節 施行計画及び処分管理計画（第二十四条・第二十五条）

第四節 造成敷地等の処分及び管理等（第二十六条―第三十五条）

第五節 補則（第三十五条の二―第四十三条）

第三章 雑則（第四十四条―第四十七条の三）

第四章 罰則（第四十八条―第五十二条）

附則

第一章 総則

（目的）

第一条 この法律は、近畿圏の建設とその秩序ある発展に寄与するため、近郊整備区域内及び都市開

発区域内における宅地の造成その他近郊整備区域及び都市開発区域の整備及び開発に関し必要な事

項を定め、近郊整備区域の計画的な市街地としての整備及び都市開発区域の工業都市、住居都市そ

の他の都市としての開発に資することを目的とする。

（定義）

「 」 、 （ 。 「 」第二条 この法律で 近郊整備区域 とは 近畿圏整備法 昭和三十八年法律第百二十九号 以下 法

という ）第十一条第一項の規定により指定された区域をいう。。

２ この法律で「都市開発区域」とは、法第十二条第一項の規定により指定された区域をいう。

３ この法律で「製造工場等」とは、製造業（物品の加工修理業を含む ）又は電気供給業若しくは。

ガス供給業に必要な工場及びその附属施設をいう。

４ この法律で「工業団地造成事業」とは、近郊整備区域内又は都市開発区域内において、都市計画

法（昭和四十三年法律第百号）及びこの法律で定めるところに従つて行なわれる、製造工場等の敷

地の造成及びその敷地とあわせて整備されるべき道路、排水施設、鉄道、倉庫その他の施設の敷地

の造成又はそれらの施設の整備に関する事業並びにこれに附帯する事業（造成された敷地又は整備

された施設の処分及び管理に関するものを除く ）をいう。。

５ この法律で「造成敷地等」とは、工業団地造成事業により造成された敷地及び整備された施設を

いう。

「 」 、 。６ この法律で 造成工場敷地 とは 工業団地造成事業により造成された製造工場等の敷地をいう

７ この法律で「公共施設」とは、道路、下水道その他政令で定める公共の用に供する施設をいう。

（近郊整備区域建設計画等の作成等）

第三条 近郊整備区域又は都市開発区域の指定があつたときは、関係府県知事は、法第二条第二項に

規定する近畿圏整備計画に基づき、関係市町村長と協議して、当該近郊整備区域に係る近郊整備区

域建設計画又は当該都市開発区域に係る都市開発区域建設計画を作成し、政令で定めるところによ

り、国土交通大臣に協議し、その同意を求めなければならない。近郊整備区域建設計画又は都市開

発区域建設計画を変更しようとするときも、同様とする。

２ 国土交通大臣は、前項の同意をしようとするときは、国土審議会の意見を聴くとともに、関係行

政機関の長に協議しなければならない。

３ 国土交通大臣は、第一項の同意をしたときは、その同意に係る近郊整備区域建設計画又は都市開

発区域建設計画を関係行政機関の長に送付しなければならない。

（近郊整備区域建設計画等の内容）

第四条 近郊整備区域建設計画又は都市開発区域建設計画には、次の各号に掲げる事項につきその大



綱を定めるものとする。

一 人口の規模及び労働力の需給に関する事項

二 産業の業種、規模等に関する事項

三 土地の利用に関する事項

四 次に掲げる施設の整備に関する事項

イ 住宅用地、工場用地等の宅地

ロ 道路、鉄道、軌道、港湾等の交通施設

ハ 公園、緑地等の空地

ニ 水道、工業用水道、下水道、汚物処理施設等の供給施設及び処理施設

ホ 河川、水路及び海岸

ヘ 住宅等の建築物

ト 学校等の教育文化施設

チ その他政令で定める主要な施設

２ 近郊整備区域建設計画又は都市開発区域建設計画は、公害の防止について適切な考慮が払われた

ものでなければならない。

（近郊整備区域等による都市計画区域）

第五条 都市計画法第五条第三項又は第四項後段の規定にかかわらず、近郊整備区域又は都市開発区

域による都市計画区域の指定に関しては、関係市町村の意見はきくことを要しない。

第二章 工業団地造成事業等

第一節 工業団地造成事業

（工業団地造成事業に係る市街地開発事業等予定区域に関する都市計画）

第五条の二 都市計画法第十二条の二第二項の規定により工業団地造成事業に係る市街地開発事業等

予定区域について都市計画に定めるべき区域は、次の各号に掲げる条件に該当する土地の区域でな

ければならない。

一 工業市街地を整備することが適当な近郊整備区域内又は工業都市として開発することが適当な

都市開発区域内にあつて、当該近郊整備区域又は都市開発区域の整備開発の中核となるべき相当規

模の区域であること。

二 良好な工業団地として必要な立地条件を備えていること。

三 当該区域内において建築物の敷地として利用されている土地がきわめて少ないこと。

四 都市計画法第八条第一項第一号の工業専用地域内にあること。

２ 国土交通大臣は、工業団地造成事業に係る市街地開発事業等予定区域に関する都市計画を定め、

又はその決定若しくは変更に同意しようとする場合においては、あらかじめ、工業立地上の観点か

らする経済産業大臣の意見を聴かなければならない。

（工業団地造成事業に関する都市計画）

第六条 都市計画法第十二条第二項の規定により工業団地造成事業について都市計画に定めるべき施

行区域は、次の各号に掲げる条件に該当する土地の区域でなければならない。

一 前条第一項各号に掲げる条件に該当すること。

二 当該区域を工業団地とするために整備されるべき主要な公共施設に関する都市計画が定められ

ていること。

２ 前条第二項の規定は、国土交通大臣が工業団地造成事業に関する都市計画を定め、又はその決定

若しくは変更に同意しようとする場合について準用する。

第七条 工業団地造成事業に関する都市計画においては、都市計画法第十二条第二項に定める事項の

ほか、公共施設の配置及び規模並びに宅地（工業団地造成事業により造成される敷地のうち公共施

設の用に供する土地を除く ）の利用計画を定めるものとする。。

、 。２ 工業団地造成事業に関する都市計画は 次の各号に掲げるところに従つて定めなければならない

一 道路、下水道その他の施設に関する都市計画が定められている場合においては、その都市計画

に適合するように定めること。

二 当該区域が製造工場等の生産能率が十分に発揮されるよう適切な配置及び規模の道路、排水施



設、公園又は緑地その他の施設を備え、かつ、公害の防止について適切な考慮が払われた工業団

地となるように定めること。

（工業団地造成事業の施行）

第八条 工業団地造成事業は、都市計画事業として施行する。

（施行者）

第九条 工業団地造成事業は、地方公共団体が施行する。

第二節 削除

第十条～第二十三条 削除

第三節 施行計画及び処分管理計画

（施行計画）

第二十四条 施行者（工業団地造成事業を施行する者をいう。以下同じ ）は、国土交通省令で定め。

るところにより、工業団地造成事業に関する施行計画（以下「施行計画」という ）を定めなけれ。

ばならない。

２ 施行者は、施行計画を定めたときは、国土交通省令で定めるところにより、これを府県にあつて

は国土交通大臣に、その他の者にあつては府県知事に届け出なければならない。施行計画を変更し

たときも、同様とする。

３ 施行者は、施行計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、施行計画又はその変更

に関係のある公共施設の管理者又は管理者となるべき者その他政令で定める者に協議しなければな

らない。

（処分管理計画）

第二十五条 施行者は、国土交通省令で定めるところにより、造成敷地等の処分及び管理に関する計

画（以下「処分管理計画」という ）を定めなければならない。。

２ 施行者は、処分管理計画を定めたときは、国土交通省令で定めるところにより、これを国土交通

大臣に届け出なければならない。

３ 国土交通大臣は、前項の届出があつた場合においては、関係行政機関の長の意見を聴き、この法

律及び当該近郊整備区域に係る近郊整備区域建設計画（第三条第一項の同意を得たものに限る。第

四十四条から第四十六条までにおいて同じ ）又は当該都市開発区域に係る都市開発区域建設計画。

（第三条第一項の同意を得たものに限る。第四十四条から第四十六条までにおいて同じ ）の趣旨。

に照らして必要があると認めるときは、当該処分管理計画の変更を求めることができる。

４ 前二項の規定は、施行者又は施行者であつた者が処分管理計画を変更した場合に準用する。

５ 前条第三項の規定は、処分管理計画を定め、又は変更しようとする場合に準用する。

第四節 造成敷地等の処分及び管理等

（工事の完了の公告）

、 （ 。）第二十六条 施行者は 製造工場等の敷地の造成に関する工事 施行計画で特に定める工事を除く

を完了したときは、遅滞なく、その旨を府県知事に届け出なければならない。

２ 府県知事は、前項の届出があつた場合において、その届出に係る工事が施行計画に適合している

と認めたときは、遅滞なく、当該工事が完了した旨を公告しなければならない。

（造成敷地等の処分及び管理）

第二十七条 施行者であつた者は、造成敷地等をこの法律及び処分管理計画に従つて処分し、又は管

理しなければならない。

２ 施行者であつた者がこの法律の規定により行う造成敷地等の処分については、地方公共団体の財

産の処分に関する法令の規定は、適用しない。

（工業団地造成事業の施行により設置された公共施設の管理）



、 、第二十八条 工業団地造成事業の施行により公共施設が設置された場合においては その公共施設は

第二十六条第二項の公告の日の翌日において、その公共施設の存する市町村の管理に属するものと

する。ただし、他の法律に基づき管理すべき者が別にあるとき、又は処分管理計画に特に管理すべ

き者の定めがあるときは、それらの者の管理に属するものとする。

２ 施行者は、第二十六条第二項の公告の日以前においても、公共施設に関する工事が完了した場合

においては、前項の規定にかかわらず、その公共施設を管理すべき者にその管理を引き継ぐことが

できる。

３ 施行者であつた者は、第二十六条第二項の公告の日の翌日において、公共施設に関する工事が完

了していない場合においては、第一項の規定にかかわらず、その工事が完了したときにおいて、そ

の公共施設を管理すべき者にその管理を引き継ぐことができる。

４ 公共施設を管理すべき者は、前二項の規定により施行者又は施行者であつた者からその公共施設

について管理の引継ぎの申出があつた場合においては、その公共施設に関する工事が施行計画に適

合しない場合のほか、その引継ぎを拒むことができない。

（公共施設の用に供する土地の帰属）

第二十九条 工業団地造成事業の施行により、従前の公共施設に代えて新たな公共施設が設置される

こととなる場合においては、従前の公共施設の用に供していた土地で国又は地方公共団体が所有す

るものは、第二十六条第二項の公告の日の翌日において施行者であつた者に帰属するものとし、こ

れに代わるものとして処分管理計画で定める新たな公共施設の用に供する土地は、その日において

それぞれ国又は当該地方公共団体に帰属するものとする。

２ 工業団地造成事業の施行により設置された公共施設の用に供する土地は、前項に規定するもの及

び処分管理計画で特別の定めをしたものを除き、第二十六条第二項の公告の日の翌日において、当

該公共施設を管理すべき者（その者が地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二条第九項第

一号に規定する第一号法定受託事務（以下単に「第一号法定受託事務」という ）として当該公共。

施設を管理する地方公共団体であるときは、国）に帰属するものとする。

（造成工場敷地の譲受人の公募）

第三十条 施行者であつた者は、造成工場敷地について、国土交通省令で定めるところにより、その

譲受人を公募しなければならない。

（造成工場敷地の譲受人の資格）

第三十一条 造成工場敷地の譲受人は、少なくとも、次の各号に掲げる条件を備えた者でなければな

らない。

一 当該造成工場敷地においてみずから製造工場等を経営しようとする者であること。

二 製造工場等の建設及び経営に必要な資力及び信用を有する者であること。

三 譲渡の対価の支払能力がある者であること。

（造成工場敷地の譲受人の選考）

第三十二条 施行者であつた者は、造成工場敷地の譲受人を、公正な方法で選考して決定するものと

する。この場合においては、製造工場等の敷地を当該工業団地造成事業に必要な土地として提供し

た者に対しては、その他の者に優先しなければならない。

（製造工場等の建設）

第三十三条 施行者であつた者から造成工場敷地を譲り受けた者は、国土交通省令で定めるところに

、 、 、より製造工場等の建設の工期 工事概要等に関する計画を定めて 施行者であつた者の承認を受け

当該計画に従つて製造工場等を建設しなければならない。

２ 施行者であつた者から造成工場敷地を譲り受けた者が前項の規定により承認を受けた計画を変更

しようとする場合において、変更に係る事項が国土交通省令で定める軽微なものであるときは、同

項の規定による承認を要しない。

３ 施行者であつた者は、第一項の規定に違反した者に対して、造成工場敷地の譲渡契約を解除する

ことができる。

（造成工場敷地に関する権利の処分の制限）

第三十四条 第二十六条第二項の公告の日の翌日から起算して十年間は、造成工場敷地の所有権、地



上権、質権、使用貸借による権利又は賃借権その他の使用及び収益を目的とする権利の設定又は移

転については、国土交通省令で定めるところにより、当事者が施行者であつた者の長の承認を受け

なければならない。ただし、次の各号のいずれかに掲げる場合は、この限りでない。

一 相続その他の一般承継により当該権利が移転する場合

二 滞納処分、強制執行、担保権の実行としての競売（その例による競売を含む ）又は企業担保。

権の実行により当該権利が移転する場合

三 土地収用法（昭和二十六年法律第二百十九号）その他の法律により当該造成工場敷地が収用さ

れ、又は使用される場合

２ 前項に規定する承認には、造成工場敷地の製造工場等の敷地としての合理的な利用を確保するた

め必要な条件を附することができる。この場合において、その条件は、当該承認を受けた者に不当

な義務を課するものであつてはならない。

（造成工場敷地を表示した図書の備置き等）

第三十五条 施行者であつた者は、第二十六条第二項の公告があつたときは、造成工場敷地の存する

市町村の長に対し、国土交通省令で定めるところにより、当該造成工場敷地の存する区域を表示し

た図書を送付しなければならない。

、 、２ 前項の図書の送付を受けた市町村長は 第二十六条第二項の公告の日の翌日から起算して十年間

その図書を当該市町村の役場に備え置いて、関係人の請求があつたときは、これを閲覧させなけれ

ばならない。

３ 施行者であつた者は、国土交通省令で定めるところにより、第二十六条第二項の公告の日の翌日

から起算して十年間、工業団地造成事業が施行された土地の区域内の見やすい場所に、工業団地造

成事業が施行された土地である旨を表示した標識を設置しなければならない。

４ 何人も、前項の規定により設けられた標識を設置者の承諾を得ないで移転し、若しくは除却し、

又は汚損し、若しくは損壊してはならない。

第五節 補則

（測量のための標識の設置）

第三十五条の二 工業団地造成事業を施行しようとする者又は施行者は、工業団地造成事業の施行の

準備又は施行に必要な測量を行なうため必要がある場合においては、国土交通省令で定める標識を

設けることができる。

２ 何人も、前項の規定により設けられた標識を設置者の承諾を得ないで移転し、若しくは除却し、

又は汚損し、若しくは損壊してはならない。

（関係簿書の閲覧等）

第三十五条の三 工業団地造成事業を施行しようとする者又は施行者は、工業団地造成事業の施行の

準備又は施行のため必要がある場合においては、工業団地造成事業を施行しようとする、又は施行

する土地を管轄する登記所に対し、又はその他の官公署の長に対し、無償で必要な簿書の閲覧若し

くは謄写又はその謄本若しくは抄本若しくは登記事項証明書の交付を求めることができる。

（建築物等の収用の請求）

第三十五条の四 工業団地造成事業につき都市計画法第六十九条の規定により適用される土地収用法

の規定により土地又は権利が収用される場合において、権原により当該土地又は当該権利の目的で

ある土地に建築物その他の土地に定着する工作物を所有する者は、その工作物の収用を請求するこ

とができる。

２ 土地収用法第八十七条の規定は、前項の規定による収用の請求について準用する。

（費用の負担）

第三十六条 工業団地造成事業に要する費用は、施行者が負担する。

（書類の送付に代わる公告）

第三十七条 施行者又は施行者であつた者は、工業団地造成事業の施行に関し書類を送付する場合に

おいて、送付を受けるべき者がその書類の受領を拒んだとき、又は過失がなくて、その者の住所、

居所その他書類を送付すべき場所を確知することができないときは、その書類の内容を公告するこ



とをもつて書類の送付に代えることができる。

２ 前項の公告があつた場合においては、その公告の日の翌日から起算して十日を経過した日に、当

該書類が送付を受けるべき者に到達したものとみなす。

（監督）

第三十八条 国土交通大臣は施行者である府県に対し、府県知事は施行者であるその他の地方公共団

体に対し、それぞれ、それらの者が定めた施行計画又はそれらの者が行う工事が、この法律、この

法律に基づく命令若しくは工業団地造成事業である都市計画事業の内容又は施行計画に従つていな

いと認める場合においては、工業団地造成事業の適正な施行を確保するため必要な限度において、

施行計画の変更又は工事の中止若しくは変更その他必要な措置を講ずべきことを求めることができ

る。

２ 施行者である地方公共団体は、前項の規定による要求を受けたときは、当該施行計画の変更又は

当該工事の中止若しくは変更その他必要な措置を講じなければならない。

３ 国土交通大臣は、第三十条から第三十二条までの規定に違反する譲受人の決定又は違法若しくは

不当な第三十四条の規定に基づく承認若しくは不承認の処分が行われたときは、造成工場敷地の適

正な処分及び管理を確保するため必要な限度において、施行者であつた者に対し、造成工場敷地の

処分の差止めを求め、又は承認若しくは不承認の処分を取り消すことができる。

４ 施行者であつた者は、前項の規定による要求を受けたときは、当該処分を差し止めなければなら

ない。

（報告、勧告等）

第三十九条 国土交通大臣は施行者に対して、府県知事は施行者である市町村に対して、それぞれそ

の施行する工業団地造成事業の施行に関し、この法律の施行のため必要な限度において、報告若し

くは資料の提出を求め、又は工業団地造成事業の施行の促進を図るため必要な勧告、助言若しくは

援助をすることができる。

２ 国土交通大臣は施行者若しくはその長又は施行者であつた者若しくはその長に対して、府県知事

は施行者である、若しくは施行者であつた市町村又はその長に対して、それぞれその行う造成敷地

等の処分及び管理に関し、この法律の施行のため必要な限度において、報告若しくは資料の提出を

求め、又は造成敷地等の処分及び管理を適正に行わせるため必要な勧告若しくは助言をすることが

できる。

（審査請求）

第四十条 施行者であつた者が第三十三条第一項の規定に基づいてした承認又は不承認の処分に不服

がある者は、国土交通大臣に対して行政不服審査法（昭和三十七年法律第百六十号）による審査請

求をすることができる。

（工業団地造成事業用地についての配慮）

第四十一条 国又は地方公共団体の行政機関は、近郊整備区域内又は都市開発区域内の土地を工業団

地造成事業の用に供するため、法令の規定による許可その他の処分を求められたときは、工業団地

造成事業が促進されるよう配慮するものとする。

（不動産登記法の特例）

第四十二条 工業団地造成事業を施行すべき土地の区域内の土地及び建物の登記については、政令で

不動産登記法（平成十六年法律第百二十三号）の特例を定めることができる。

（政令への委任）

第四十三条 この章に特に定めるもののほか、この章の規定によりすべき公告の方法その他この章の

規定の実施のため必要な事項は、政令で定める。

第三章 雑則

（施設の整備等）

第四十四条 国及び地方公共団体（港務局を含む ）は、近郊整備区域建設計画及び都市開発区域建。

設計画を達成するため必要な施設の整備の促進に努めなければならない。



（国有財産の売払代金等の特約）

第四十五条 各省各庁の長（国有財産法（昭和二十三年法律第七十三号）第四条第二項に規定する各

省各庁の長をいう。以下この条において同じ ）は、近郊整備区域内又は都市開発区域内において。

政令で定める製造業（物品の加工修理業を含む 、運送業、倉庫業その他の事業を営む者に対し、。）

その事業に必要な工場、事業場又は政令で定めるその他の施設の用に供するため普通財産である国

有財産を譲渡する場合において、当該近郊整備区域に係る近郊整備区域建設計画又は当該都市開発

区域に係る都市開発区域建設計画に照らして適当であると認められるときは、その売払代金又は交

換差金について、確実な担保を徴し、かつ、利息を附して、十年以内の延納の特約をすることがで

きる。

２ 各省各庁の長は、前項の規定により延納の特約をしようとするときは、延納期限、担保及び利率

について、財務大臣に協議しなければならない。

３ 各省各庁の長は、第一項の規定により延納の特約をした場合において、当該財産の譲渡を受けた

者のする管理が適当でないと認めるときは、ただちにその特約を解除しなければならない。

（鉄道又は軌道の敷設等のための資金のあつせん）

第四十六条 国は、一般公衆の利用に供する鉄道又は軌道で近郊整備区域又は都市開発区域を育成発

展させるため必要であると認められるものを敷設する者に対し、必要な資金のあつせんに努めなけ

ればならない。

２ 国は、近郊整備区域内又は都市開発区域内における工場その他の施設の新設又は増設で当該近郊

整備区域に係る近郊整備区域建設計画又は当該都市開発区域に係る都市開発区域建設計画に照らし

て適当であると認められるものをする者に対し、必要な資金のあつせんに努めなければならない。

（地方税の不均一課税に伴う措置）

第四十七条 低開発地域工業開発促進法（昭和三十六年法律第二百十六号）第五条の規定が適用され

る場合を除き、地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）第六条の規定により、政令で定める

地方公共団体が、都市開発区域内において製造の事業の用に供する設備を新設し、又は増設した者

について、その事業に係る工場用の建物若しくはその敷地である土地の取得に対する不動産取得税

又はその事業に係る機械及び装置若しくはその事業に係る工場用の建物若しくはその敷地である土

地に対する固定資産税に係る不均一の課税をした場合において、これらの措置が政令で定める場合

に該当するものと認められるときは、地方交付税法（昭和二十五年法律第二百十一号）第十四条の

規定による当該地方公共団体の各年度における基準財政収入額は、同条の規定にかかわらず、当該

（ 、地方公共団体の当該各年度分の減収額 固定資産税に関するこれらの措置による減収額にあつては

これらの措置がなされた最初の年度以降三箇年度におけるものに限る ）のうち総務省令で定める。

ところにより算定した額を同条の規定による当該地方公共団体の当該各年度（これらの措置が総務

省令で定める日以後において行なわれたときは、当該減収額について当該各年度の翌年度）におけ

る基準財政収入額となるべき額から控除した額とする。

（権限の委任）

第四十七条の二 この法律に規定する国土交通大臣の権限は、国土交通省令で定めるところにより、

その一部を地方整備局長に委任することができる。

（事務の区分）

第四十七条の三 第二十六条第二項の規定により府県が処理することとされている事務（府県が施行

する工業団地造成事業に係るものに限る ）は、第一号法定受託事務とする。。

２ 第三十五条第二項の規定により市町村が処理することとされている事務（府県が造成した造成工

場敷地に係るものに限る ）は、地方自治法第二条第九項第二号に規定する第二号法定受託事務と。

する。

第四章 罰則

第四十八条 第三十三条第一項の規定に違反して、造成工場敷地を製造工場等の建設以外の目的に使

用した者は、一年以下の懲役又は十万円以下の罰金に処する。



第四十九条 次の各号の一に該当する者は、六月以下の懲役又は三万円以下の罰金に処する。

一 第三十三条第一項の規定に違反して、計画の承認を受ける手続をせず、又は承認を受けた計画

に従つて製造工場等を建設しなかつた者

二 第三十四条第一項の規定に違反して、同項に掲げる権利の設定又は移転につき承認を受けない

で、造成工場敷地を権利者に引き渡した者

三 第三十四条第二項の規定により附した条件に違反した者

第五十条 第三十五条第四項又は第三十五条の二第二項の規定に違反して、第三十五条第三項又は第

三十五条の二第一項の規定による標識を移転し、若しくは除却し、又は汚損し、若しくは損壊した

者は、三万円以下の罰金に処する。

第五十一条 第三十四条第一項の承認について虚偽の申請をした者は、十万円以下の過料に処する。

第五十二条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人

、 、 、の業務又は財産に関し 第四十八条又は第四十九条の違反行為をしたときは 行為者を罰するほか

その法人又は人に対して各本条の罰金刑を科する。

附 則 抄

（施行期日）

１ この法律は、公布の日から起算して六箇月をこえ一年をこえない範囲内において政令で定める日

から施行する。



○近畿圏の保全区域の整備に関する法律
（昭和四十二年七月三十一日法律第百三号）

最終改正：平成一七年七月二九日法律第八九号

（目的）

第一条 この法律は、近畿圏の建設とその秩序ある発展に寄与するため、近郊緑地の保全その他保全

区域の整備に関し特別の措置を定め、保全区域内における文化財の保存、緑地の保全又は観光資源

の保全若しくは開発に資することを目的とする。

（定義）

「 」 、 （ 。 「 」第二条 この法律で 既成都市区域 とは 近畿圏整備法 昭和三十八年法律第百二十九号 以下 法

という ）第二条第三項に規定する区域をいう。。

２ この法律で「保全区域」とは、法第十四条第一項の規定により指定された区域をいう。

３ この法律で「近郊緑地」とは、既成都市区域の近郊における保全区域内の樹林地（これに隣接す

。） 、る土地でこれと一体となつて緑地を形成しているもの及びこれに隣接する池沼を含む であつて

相当規模の広さを有しているものをいう。

（保全区域整備計画の作成等）

第三条 保全区域の指定があつたときは、関係府県知事は、法第二条第二項に規定する近畿圏整備計

画に基づき、関係市町村長と協議して、当該保全区域に係る保全区域整備計画を作成しなければな

らない。この場合において、当該保全区域整備計画が第五条第一項の規定により指定された近郊緑

地保全区域を含む保全区域（第三項において「特定保全区域」という ）に係るものであるときは。

あらかじめ国土交通大臣に協議してその同意を得、これに該当しないものであるときは国土交通大

臣に協議しなければならない。

２ 国土交通大臣は、前項の協議に際しては、国土審議会の意見を聴くとともに、関係行政機関の長

に協議しなければならない。

３ 関係府県知事は、保全区域整備計画を作成したときは、これを公表するとともに、特定保全区域

に係る保全区域整備計画以外の保全区域整備計画にあつては、国土交通大臣に通知しなければなら

ない。

４ 国土交通大臣は、第一項の同意をし、又は前項の通知を受けたときは、これを関係行政機関の長

に送付しなければならない。

５ 前各項の規定は、保全区域整備計画の変更について準用する。

（保全区域整備計画の内容）

第四条 保全区域整備計画には、次の各号に掲げる事項につきその大綱を定めるものとする。

一 保全区域の整備の基本構想

二 土地の利用に関する事項

三 文化財の保存、緑地の保全又は観光資源の保全若しくは開発に関連して必要とされる道路、公

園その他の政令で定める施設の整備に関する事項

（近郊緑地保全区域の指定）

第五条 国土交通大臣は、近郊緑地のうち、無秩序な市街地化のおそれが大であり、かつ、これを保

全することによつて得られる既成都市区域及びその近郊の地域の住民の健全な心身の保持及び増進

又はこれらの地域における公害若しくは災害の防止の効果が著しい近郊緑地の土地の区域を、近郊

緑地保全区域として指定することができる。

２ 国土交通大臣は、近郊緑地保全区域の指定をしようとするときは、関係地方公共団体及び国土審

議会の意見を聴くとともに、環境大臣その他関係行政機関の長に協議しなければならない。この場

合において、国土交通大臣は、関係地方公共団体から意見の申出を受けたときは、遅滞なくこれに

回答するものとする。

３ 近郊緑地保全区域の指定は、国土交通大臣が国土交通省令で定めるところにより告示することに

よつて、その効力を生ずる。

４ 前二項の規定は、近郊緑地保全区域の変更について準用する。



（近郊緑地特別保全地区に関する都市計画）

第六条 近郊緑地保全区域内の次の各号に規定する条件に該当する土地の区域については、都市計画

に特別緑地保全地区を定めることができる。

一 地形、交通施設の整備の状況、周辺の土地の開発の状況等に照らして無秩序な市街地化のおそ

れが特に大であること。

二 当該特別緑地保全地区に関する都市計画を定めることによつて得られる既成都市区域及びその

近郊の地域の住民の健全な心身の保持及び増進又はこれらの地域における公害若しくは災害の防

止の効果が特に著しいこと。

、 （ 。 。）２ 国土交通大臣は 近郊緑地特別保全地区 前項の規定による特別緑地保全地区をいう 以下同じ

に関する都市計画を定め、又はその決定若しくは変更に同意しようとするときは、あらかじめ、環

境大臣の意見を聴かなければならない。

３ 国土交通大臣は、鉱業法（昭和二十五年法律第二百八十九号）に規定する鉱区について近郊緑地

特別保全地区に関する都市計画を定め、又はその決定若しくは変更に同意しようとするときは、あ

らかじめ、鉱物資源開発上の観点からする経済産業大臣の意見を聴かなければならない。

（指定の準備のための土地の立入り等）

第七条 国土交通大臣は、近郊緑地保全区域の指定の準備のため他人の占有する土地に立ち入つて調

査を行なう必要がある場合においては、その必要な限度において、他人の占有する土地に、みずか

ら立ち入り、又はその命じた者若しくは委任した者に立ち入らせることができる。

２ 前項の規定により他人の占有する土地に立ち入ろうとする者は、立ち入ろうとする日の前日から

起算して前四日目に当たる日が終わるまでに、その旨を土地の占有者に通知しなければならない。

３ 第一項の規定により、建築物が所在し、又はかき、さく等で囲まれた他人の占有する土地に立ち

入ろうとする場合においては、その立ち入ろうとする者は、立入りの際、あらかじめ、その旨を土

地の占有者に告げなければならない。

４ 日出前及び日没後においては、土地の占有者の承諾があつた場合を除き、前項に規定する土地に

立ち入つてはならない。

５ 土地の占有者は、正当な理由がない限り、第一項の規定による立入りを拒み、又は妨げてはなら

ない。

６ 第一項の規定により他人の占有する土地に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証明書を携帯

し、関係人の請求があつた場合においては、これを提示しなければならない。

７ 国は、第一項の規定による行為により他人に損失を与えた場合においては、その損失を受けた者

に対して、通常生ずべき損失を補償する。

８ 前項の規定による損失の補償については、国土交通大臣と損失を受けた者が協議しなければなら

ない。

９ 前項の規定による協議が成立しない場合においては、国土交通大臣又は損失を受けた者は、政令

で定めるところにより、収用委員会に土地収用法（昭和二十六年法律第二百十九号）第九十四条第

二項の規定による裁決を申請することができる。

（近郊緑地保全区域における行為の届出）

第八条 近郊緑地保全区域（緑地保全地域及び特別緑地保全地区を除く。以下この条及び次条第一項

において同じ ）内において、次に掲げる行為をしようとする者は、国土交通省令で定めるところ。

により、あらかじめ、府県知事にその旨を届け出なければならない。

一 建築物その他の工作物の新築、改築又は増築

二 宅地の造成、土地の開墾、土石の採取、鉱物の掘採その他の土地の形質の変更

三 木竹の伐採

四 前三号に掲げるもののほか、当該近郊緑地の保全に影響を及ぼすおそれのある行為で政令で定

めるもの

２ 府県知事は、前項の届出があつた場合において、当該近郊緑地の保全のため必要があると認める

ときは、届出をした者に対して、必要な助言又は勧告をすることができる。

３ 国の機関は、第一項の規定による届出を要する行為をしようとするときは、あらかじめ、府県知

事にその旨を通知しなければならない。

４ 次に掲げる行為については、前三項の規定は、適用しない。

一 保全区域整備計画に基づいて行う行為で政令で定めるもの

二 次条第一項の規定による管理協定において定められた当該管理協定区域内の近郊緑地の保全に



関連して必要とされる施設の整備に関する事項に従つて行う行為

三 通常の管理行為、軽易な行為その他の行為で政令で定めるもの

四 近郊緑地保全区域が指定され、又はその区域が拡張された際既に着手していた行為

五 非常災害のため必要な応急措置として行う行為

六 前各号に掲げるもののほか、公益性が特に高いと認められる事業の実施に係る行為のうち当該

近郊緑地の保全上著しい支障を及ぼすおそれがないと認められるものであつて、政令で定めるも

の

（管理協定の締結等）

第九条 地方公共団体又は都市緑地法（昭和四十八年法律第七十二号）第六十八条第一項の規定によ

り指定された緑地管理機構（第十七条第一項第一号に掲げる業務を行うものに限る ）は、近郊緑。

地保全区域内の近郊緑地の保全のため必要があると認めるときは、当該近郊緑地保全区域内の土地

又は木竹の所有者又は使用及び収益を目的とする権利（臨時設備その他一時使用のため設定された

ことが明らかなものを除く ）を有する者（以下「土地の所有者等」と総称する ）と次に掲げる事。 。

項を定めた協定（以下「管理協定」という ）を締結して、当該土地の区域内の近郊緑地の管理を。

行うことができる。

一 管理協定の目的となる土地の区域（以下「管理協定区域」という ）。

二 管理協定区域内の近郊緑地の管理の方法に関する事項

三 管理協定区域内の近郊緑地の保全に関連して必要とされる施設の整備が必要な場合にあつて

は、当該施設の整備に関する事項

四 管理協定の有効期間

五 管理協定に違反した場合の措置

２ 管理協定については、管理協定区域内の土地の所有者等の全員の合意がなければならない。

３ 管理協定の内容は、次の各号に掲げる基準のいずれにも適合するものでなければならない。

一 保全区域整備計画との調和が保たれたものであること。

二 土地及び木竹の利用を不当に制限するものでないこと。

三 第一項各号に掲げる事項について国土交通省令で定める基準に適合するものであること。

４ 地方公共団体又は第一項の緑地管理機構は、管理協定に同項第三号に掲げる事項を定めようとす

る場合においては、当該事項について、あらかじめ、府県知事（当該土地が地方自治法（昭和二十

二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市（以下「指定都市」という ）の区。

域内に存する場合にあつては、当該指定都市の長）と協議しなければならない。ただし、府県が当

該府県の区域（指定都市の区域を除く ）内の土地について、又は指定都市が当該指定都市の区域。

内の土地について管理協定を締結する場合は、この限りでない。

５ 第一項の緑地管理機構が管理協定を締結しようとするときは、あらかじめ、府県知事の認可を受

けなければならない。

（管理協定の縦覧等）

第十条 地方公共団体又は府県知事は、それぞれ管理協定を締結しようとするとき、又は前条第五項

の規定による管理協定の認可の申請があつたときは、国土交通省令で定めるところにより、その旨

を公告し、当該管理協定を当該公告の日から二週間関係人の縦覧に供さなければならない。

２ 前項の規定による公告があつたときは、関係人は、同項の縦覧期間満了の日までに、当該管理協

定について、地方公共団体又は府県知事に意見書を提出することができる。

（管理協定の認可）

第十一条 府県知事は、第九条第五項の規定による管理協定の認可の申請が、次の各号のいずれにも

該当するときは、当該管理協定を認可しなければならない。

一 申請手続が法令に違反しないこと。

二 管理協定の内容が、第九条第三項各号に掲げる基準のいずれにも適合するものであること。

（管理協定の公告等）

第十二条 地方公共団体又は府県知事は、それぞれ管理協定を締結し又は前条の認可をしたときは、

国土交通省令で定めるところにより、その旨を公告し、かつ、当該管理協定の写しをそれぞれ当該

地方公共団体又は当該府県の事務所に備えて公衆の縦覧に供するとともに、管理協定区域である旨

を当該区域内に明示しなければならない。



（管理協定の変更）

第十三条 第九条第二項から第五項まで及び前三条の規定は、管理協定において定めた事項の変更に

ついて準用する。

（管理協定の効力）

第十四条 第十二条（前条において準用する場合を含む ）の規定による公告のあつた管理協定は、。

その公告のあつた後において当該管理協定区域内の土地の所有者等となつた者に対しても、その効

力があるものとする。

（管理協定に係る都市の美観風致を維持するための樹木の保存に関する法律の特例）

第十五条 第九条第一項の緑地管理機構が管理協定に基づき管理する樹木又は樹木の集団で都市の美

観風致を維持するための樹木の保存に関する法律（昭和三十七年法律第百四十二号）第二条第一項

の規定に基づき保存樹又は保存樹林として指定されたものについての同法の規定の適用について

は、同法第五条第一項中「所有者」とあるのは「所有者及び緑地管理機構（都市緑地法（昭和四十

） 。 。）」八年法律第七十二号 第六十八条第一項の規定により指定された緑地管理機構をいう 以下同じ

と、同法第六条第二項及び第八条中「所有者」とあるのは「緑地管理機構」と、同法第九条中「所

有者」とあるのは「所有者又は緑地管理機構」とする。

（都市緑地法の特例）

第十六条 近郊緑地保全区域内の緑地保全地域について定められる緑地保全計画（都市緑地法第六条

第一項の規定による緑地保全計画をいう。以下同じ ）は、保全区域整備計画に適合したものでな。

ければならない。

２ 府県は、近郊緑地保全区域内の緑地保全地域について緑地保全計画を定め、又はこれを変更しよ

うとするときは、あらかじめ、国土交通大臣に協議し、その同意を得なければならない。

３ 前二項に定めるもののほか、近郊緑地保全区域内の緑地保全地域並びに当該地域内における都市

緑地法第二十四条第一項の管理協定及び同法第五十五条第一項の市民緑地についての同法の規定の

適用については、同法第二十四条第四項及び第五十五条第五項第二号中「当該指定都市の長、当該

」 「、 」土地が中核市の区域内に存する場合にあつては当該中核市の長 とあるのは 当該指定都市の長

と、同法第二十四条第四項及び第五十五条第六項第二号中「指定都市の区域及び中核市の区域」と

あるのは「指定都市の区域」と 「について、又は中核市が当該中核市の区域内の土地について」、

とあるのは「について」と、同法第三十二条第一項中「指定都市及び中核市」とあるのは「指定都

市 と 当該指定都市又は中核市 以下この条において 指定都市等 という とあるのは 当」 、「 （ 「 」 。）」 「

該指定都市」と 「指定都市等に」とあるのは「指定都市に」と、同条第二項中「市町村都市計画、

審議会（当該中核市に市町村都市計画審議会が置かれていないときは、当該中核市の存する都道府

県の都道府県都市計画審議会 」とあるのは「市町村都市計画審議会」とする。）

第十七条 都市緑地法第六十八条第一項の規定により指定された緑地管理機構（同法第六十九条第一

号イに掲げる業務を行うものに限る ）は、同法第六十九条各号に掲げる業務のほか、次に掲げる。

業務を行うことができる。

一 管理協定に基づく近郊緑地の管理を行うこと。

二 前号の業務に附帯する業務を行うこと。

２ 前項の場合においては、都市緑地法第七十条中「又はニ（１ 」とあるのは 「、ニ（１）又は近） 、

畿圏保全法第十七条第一項第一号」とする。

（費用の負担及び補助）

第十八条 近郊緑地保全区域内の近郊緑地の保全に要する費用は、府県の負担とする。

２ 国は、府県が行う都市緑地法第十六条において読み替えて準用する同法第十条第一項の規定によ

る損失の補償及び同法第十七条第一項の規定による土地の買入れ並びに市町村が行う同条第三項の

規定による土地の買入れに要する費用のうち、近郊緑地特別保全地区に係るものについては、政令

で定めるところにより、その一部を補助する。

（権限の委任）

第十九条 この法律に規定する国土交通大臣の権限は、国土交通省令で定めるところにより、その一



部を地方整備局長に委任することができる。

（大都市の特例）

第二十条 この法律の規定により、府県が処理することとされている事務（第三条第一項並びに第九

条第四項及び第五項並びに第十条から第十二条まで（これらの規定を第十三条において準用する場

合を含む ）に規定する事務を除く ）は、指定都市においては、指定都市が処理するものとする。。 。

この場合においては、この法律中府県に関する規定は、指定都市に関する規定として指定都市に適

用があるものとする。

（施設の整備等）

第二十一条 国及び地方公共団体は、保全区域整備計画を達成するために必要な施設の整備の促進及

び資金のあつせんに努めるものとする。

（近郊緑地特別保全地区内の近郊緑地の保全のために必要な資金についての配慮）

第二十二条 国は、府県が近郊緑地特別保全地区内の近郊緑地の保全のために行う事業に必要な資金

については、法令の範囲内において、資金事情及び当該府県の財政状況が許す限り、配慮するもの

とする。

（罰則）

第二十三条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。

一 第七条第五項の規定に違反した者

二 第八条第一項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者

第二十四条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人

の業務又は財産に関して前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対

して各本条の罰金刑を科する。

附 則 抄

（施行期日）

、 。１ この法律は 公布の日から起算して六月をこえない範囲内において政令で定める日から施行する



○中部圏の都市整備区域、都市開発区域及び保全区域の整備等に関する法律
（昭和四十二年七月三十一日法律第百二号）

最終改正：平成一七年七月二九日法律第八九号

（目的）

第一条 この法律は、中部圏の都市整備区域及び都市開発区域の整備及び開発並びに保全区域の整備

に関し必要な事項を定め、もつて中部圏開発整備法（昭和四十一年法律第百二号。以下「法」とい

う ）第一条に規定する目的の達成に寄与することを目的とする。。

（定義）

第二条 この法律で「都市整備区域」とは、法第十三条第一項の規定により指定された区域をいう。

２ この法律で「都市開発区域」とは、法第十四条第一項の規定により指定された区域をいう。

３ この法律で「保全区域」とは、法第十六条第一項の規定により指定された区域をいう。

（都市整備区域建設計画等の作成等）

第三条 都市整備区域、都市開発区域又は保全区域の指定があつたときは、関係県知事は、法第二条

第二項に規定する中部圏開発整備計画に基づき、関係市町村長と協議し、中部圏開発整備地方協議

会の意見を聴いて、当該都市整備区域に係る都市整備区域建設計画、当該都市開発区域に係る都市

開発区域建設計画又は当該保全区域に係る保全区域整備計画を作成しなければならない。都市整備

区域建設計画、都市開発区域建設計画又は保全区域整備計画を変更しようとするときも、同様とす

る。この場合において、都市整備区域建設計画又は都市開発区域建設計画にあつてはあらかじめ国

土交通大臣に協議してその同意を得、保全区域整備計画にあつては国土交通大臣に協議しなければ

ならない。

２ 国土交通大臣は、前項の協議に際しては、国土審議会の意見を聴くとともに、関係行政機関の長

に協議しなければならない。

３ 関係県知事は、都市整備区域建設計画、都市開発区域建設計画又は保全区域整備計画を作成した

ときは、これを公表するとともに、保全区域整備計画にあつては、国土交通大臣に通知しなければ

ならない。

４ 国土交通大臣は、第一項の同意をし、又は前項の通知を受けたときは、これを関係行政機関の長

に送付しなければならない。

５ 前各項の規定は、都市整備区域建設計画、都市開発区域建設計画又は保全区域整備計画の変更に

ついて準用する。

（都市整備区域建設計画等の内容）

第四条 都市整備区域建設計画又は都市開発区域建設計画には、次の各号に掲げる事項につきその大

綱を定めるものとする。

一 都市整備区域又は都市開発区域の整備及び開発の基本構想

二 人口の規模及び労働力の需給に関する事項

三 産業の業種、規模等に関する事項

四 土地の利用に関する事項

五 次に掲げる施設の整備に関する事項

イ 道路、鉄道、港湾、空港等の交通施設及び通信施設

ロ 住宅用地、工場用地等の宅地

ハ 公園、緑地等の空地

ニ 河川、水路及び海岸

ホ 住宅等の建築物

ヘ 水道、工業用水道、下水道、汚物処理施設等の供給施設及び処理施設

ト 公害の発生の防止に関する施設

チ 学校等の教育文化施設

リ 流通業務市街地における流通業務施設

ヌ その他政令で定める主要な施設

六 都市整備区域又は都市開発区域の整備及び開発に関連して交通通信体系又は水の供給体系を広域

的に整備する必要がある場合における当該都市整備区域又は都市開発区域の区域外にわたる前号



イ、ニ及びヘに掲げる施設の整備に関する事項

第五条 保全区域整備計画には、次の各号に掲げる事項につきその大綱を定めるものとする。

一 保全区域の整備の基本構想

二 土地の利用に関する事項

三 観光資源の保全若しくは開発、緑地の保全又は文化財の保存に関連して必要とされる道路、公

園その他の政令で定める施設の整備に関する事項

（都市整備区域等の都市計画）

第六条 都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第五条第三項又は第四項後段の規定にかかわらず、

都市整備区域又は都市開発区域による都市計画区域の指定に関しては、関係市町村の意見はきくこ

とを要しない。

２ 国土交通大臣、県又は市町村は、都市計画法の規定による都市計画を定めようとするときは、都

市整備区域建設計画又は都市開発区域建設計画を尊重するものとする。

（施設の整備等）

第七条 国及び地方公共団体（港務局を含む ）は、都市整備区域建設計画、都市開発区域建設計画。

及び保全区域整備計画を達成するため必要な施設の整備の促進及び資金のあつせんに努めるものと

する。

（地方税の不均一課税に伴う措置）

第八条 低開発地域工業開発促進法（昭和三十六年法律第二百十六号）第五条の規定が適用される場

合を除き、地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）第六条第二項の規定により、政令で定め

る地方公共団体が、都市開発区域内において製造の事業の用に供する設備を新設し、又は増設した

者について、その事業に係る工場用の建物若しくはその敷地である土地の取得に対する不動産取得

税又はその事業に係る機械及び装置若しくはその事業に係る工場用の建物若しくはその敷地である

土地に対する固定資産税に係る不均一の課税をした場合において、これらの措置が政令で定める場

合に該当するものと認められるときは、地方交付税法（昭和二十五年法律第二百十一号）第十四条

の規定による当該地方公共団体の各年度における基準財政収入額は、同条の規定にかかわらず、当

該地方公共団体の当該各年度分の減収額（固定資産税に関するこれらの措置による減収額にあつて

は、これらの措置がなされた最初の年度以降三箇年度におけるものに限る ）のうち総務省令で定。

めるところにより算定した額を同条の規定による当該地方公共団体の当該各年度（これらの措置が

総務省令で定める日以後において行なわれたときは、当該減収額について当該各年度の翌年度）に

おける基準財政収入額となるべき額から控除した額とする。

（国有財産の売払代金等の特約）

第九条 各省各庁の長（国有財産法（昭和二十三年法律第七十三号）第四条第二項に規定する各省各

庁の長をいう。以下この条において同じ ）は、都市整備区域内又は都市開発区域内において政令。

で定める製造業（物品の加工修理業を含む 、運送業、倉庫業その他の事業を営む者に対し、その。）

事業に必要な工場、事業場又は政令で定めるその他の施設の用に供するため普通財産である国有財

産を譲渡する場合において、当該都市整備区域に係る都市整備区域建設計画又は当該都市開発区域

に係る都市開発区域建設計画に照らして適当であると認められるときは、その売払代金又は交換差

、 、 、 、 。金について 確実な担保を徴し かつ 利息を附して 十年以内の延納の特約をすることができる

２ 各省各庁の長は、前項の規定により延納の特約をしようとするときは、延納期限、担保及び利率

について、財務大臣に協議しなければならない。

３ 各省各庁の長は、第一項の規定により延納の特約をした場合において、当該財産の譲渡を受けた

者のする管理が適当でないと認めるときは、ただちにその特約を解除しなければならない。

附 則 抄

（施行期日）

１ この法律は、公布の日から施行する。



○首都圏、近畿圏及び中部圏の近郊整備地帯等の整備のための国の財政上の特別措置
に関する法律

（昭和四十一年七月二日法律第百十四号）

最終改正：平成一七年七月二九日法律第八九号

（趣旨）

第一条 この法律は、首都圏、近畿圏及び中部圏の近郊整備地帯整備計画その他の計画の実施の円滑

化を図り、首都圏、近畿圏及び中部圏の建設の促進に資するために必要な国の財政上の特別措置を

規定するものとする。

（定義）

第二条 この法律で「首都圏近郊整備地帯整備計画」又は「首都圏都市開発区域整備計画」とは、首

都圏整備法（昭和三十一年法律第八十三号）第二十四条第一項又は第二十五条第一項の規定により

指定された区域の整備に関する事項についての同法第二条第二項に規定する首都圏整備計画をい

う。

２ この法律で「近畿圏近郊整備区域建設計画」又は「近畿圏都市開発区域建設計画」とは、近畿圏

の近郊整備区域及び都市開発区域の整備及び開発に関する法律（昭和三十九年法律第百四十五号）

第三条の規定に基づいて国土交通大臣が同意した建設計画で、近畿圏整備法（昭和三十八年法律第

百二十九号）第十一条第一項又は第十二条第一項の規定により指定された区域に係るものをいう。

３ この法律で「中部圏都市整備区域建設計画」又は「中部圏都市開発区域建設計画」とは、中部圏

の都市整備区域、都市開発区域及び保全区域の整備等に関する法律（昭和四十二年法律第百二号）

第三条の規定に基づいて国土交通大臣が同意した建設計画で、中部圏開発整備法（昭和四十一年法

律第百二号）第十三条第一項又は第十四条第一項の規定により指定された区域（政令で定める区域

を除く ）に係るものをいう。。

（地方債の利子補給等）

第三条 国は、首都圏近郊整備地帯整備計画若しくは首都圏都市開発区域整備計画、近畿圏近郊整備

区域建設計画若しくは近畿圏都市開発区域建設計画又は中部圏都市整備区域建設計画若しくは中部

圏都市開発区域建設計画（以下「整備計画等」と総称する ）に基づいて関係都府県が国から負担。

金若しくは補助金の交付を受けて行い、又は国が関係都府県に負担金を課して行う事業のうち、次

に掲げる施設の整備に係る事業（災害復旧に係るものを除く ）で政令で定めるもの（以下「特別。

整備事業」という ）について、政令で定めるところにより、当該事業の種類ごとに算定した当該。

都府県の通常の負担額を超える負担額の支出の財源に充てるものとして、昭和四十一年度から平成

十七年度までの各年度において、当該都府県に地方債の発行を許可するものとする。

一 首都圏近郊整備地帯整備計画、近畿圏近郊整備区域建設計画又は中部圏都市整備区域建設計画

（以下「近郊整備計画等」という ）に基づいて行う事業に係る次に掲げる施設。

イ 住宅

ロ 道路及び港湾

ハ その他政令で定める主要な施設

二 首都圏都市開発区域整備計画、近畿圏都市開発区域建設計画又は中部圏都市開発区域建設計画

（以下「都市開発整備計画等」という ）に基づいて行う事業に係る次に掲げる施設。

イ 住宅

ロ 道路、港湾等の輸送施設

ハ その他政令で定める主要な施設

２ 国は、前項の規定に基づき当該都府県が発行を許可された地方債で利率が年三分五厘を超えるも

のにつき、政令で定める基準により、年一分の率を乗じて得た額を限度として、当該地方債の発行

を許可された年度後五年度内の各年度における利子支払額のうち、利率を年三分五厘として計算し

て得た額を超える部分に相当する金額を、当該都府県（地方交付税法（昭和二十五年法律第二百十

一号）第十四条の規定により算定した当該年度の基準財政収入額が同法第十一条の規定により算定

した当該年度の基準財政需要額を超える都府県を除く ）に補給するものとする。。

（国の負担割合の特例）

第四条 整備計画等に基づいて昭和四十一年度から平成十七年度までの各年度において関係市町村が



国から負担金、補助金若しくは交付金の交付を受けて行い、又は国が関係市町村に負担金を課して

行う事業のうち、次に掲げる施設の整備に係る事業（災害復旧に係るもの、当該事業に係る経費の

全額を国が負担するもの及び当該事業に係る経費を当該市町村が負担しないものを除く ）で政令。

で定めるもの 以下 特定事業 という に係る経費に対する国の負担又は補助の割合 以下 国（ 「 」 。） （ 「

の負担割合」という ）は、次条に定めるところにより算定するものとする。。

一 住宅

二 道路

三 下水道

四 教育施設及び厚生施設

五 その他近郊整備計画等又は都市開発整備計画等ごとに政令で定める主要な施設

第五条 特定事業に係る経費に対する国の負担割合は、関係市町村ごとに当該特定事業に係る経費に

対する通常の国の負担割合に次の式により算定した数（小数点以下二位未満は、切り上げるものと

する。以下「引上率」という ）を乗じて算定するものとする。１＋｛０．２５×（当該年度にお。

けるすべての特定事業に係る当該市町村の負担額のうち、当該市町村の標準負担額を超え、その２

倍に至るまでの額÷当該市町村の標準負担額）×調整率｝

２ 前項の式において、次の各号に掲げる用語については、当該各号に定めるところによる。

一 当該市町村の標準負担額 当該市町村の当該年度の地方交付税法第十条の規定により算定した

普通交付税の額、同法第十四条の規定により算定した基準財政収入額から同条の規定により算定

した特別とん譲与税、自動車重量譲与税、航空機燃料譲与税、地方道路譲与税及び交通安全対策

特別交付金（道路法（昭和二十七年法律第百八十号）第七条第三項の市にあつては、特別とん譲

与税、自動車重量譲与税、航空機燃料譲与税、地方道路譲与税、石油ガス譲与税及び交通安全対

策特別交付金。以下この項において同じ ）の収入見込額を控除した額の七十五分の百に相当す。

る額並びに当該特別とん譲与税、自動車重量譲与税、航空機燃料譲与税、地方道路譲与税及び交

通安全対策特別交付金の収入見込額の合算額の百分の十に相当する額（その区域の一部が整備計

画等の対象となつている関係市町村にあつては、当該額を基礎として政令で定めるところにより

算定した額）をいう。

二 調整率 次の式により算定した数値をいい、その数値が負数となるときは、零とする。０．１

５＋０．８５×｛ ０．７２－当該市町村の財政力指数）÷（０．７２－すべての関係市町村の（

うち財政力指数が最低の関係市町村の財政力指数 ｝）

３ 前項第二号の式において「財政力指数」とは、地方交付税法第十四条の規定により算定した基準

財政収入額を同法第十一条の規定により算定した基準財政需要額で除して得た数値で当該年度前三

年度内の各年度に係るものを合算したものの三分の一の数値をいう。

４ 第一項の規定を適用した場合において、関係市町村の負担割合が百分の二十未満となるときは、

同項の規定にかかわらず、当該特定事業に係る経費に対する関係市町村の負担割合が百分の二十と

なるように国の負担割合を定める。

５ 総務大臣は、引上率を算定し、特定事業に係る事務を所掌する各省各庁の長（財政法（昭和二十

二年法律第三十四号）第二十条第二項に規定する各省各庁の長をいう 、国土交通大臣並びに関係。）

都府県知事及び関係市町村長に通知するものとする。

、 、第五条の二 国は 特定事業に係る経費に充てるため政令で定める交付金を交付する場合においては

政令で定めるところにより、当該経費について前条の規定を適用したとするならば国が負担し、又

は補助することとなる割合を参酌して、当該交付金の額を算定するものとする。

（他の特別法との関係等）

第六条 特別整備事業又は特定事業で新産業都市建設促進法等を廃止する法律（平成十三年法律第十

四号）附則第四条の規定によりなおその効力を有することとされる旧新産業都市建設及び工業整備

特別地域整備のための国の財政上の特別措置に関する法律（昭和四十年法律第七十三号）第二条又

は第三条の規定の適用を受けるものについては、この法律の規定は、適用しない。

２ 特定事業で成田国際空港周辺整備のための国の財政上の特別措置に関する法律（昭和四十五年法

律第七号）第三条第一項の規定の適用を受けるものに係る国の負担割合については、第五条の規定

にかかわらず、同法第三条の規定を適用する。

３ 特定事業で明日香村における歴史的風土の保存及び生活環境の整備等に関する特別措置法（昭和

五十五年法律第六十号）第五条の規定の適用を受けるものに係る国の負担割合については、当該特



定事業について第五条の規定により算定した国の負担割合が同法同条の規定により算定した国の負

担割合を超える場合には第五条の規定を、超えない場合には同法同条の規定を適用する。

４ 港湾法（昭和二十五年法律第二百十八号）第四条第一項の規定による港務局は、この法律の適用

については、地方公共団体とみなす。

（政令への委任）

第七条 第三条第二項の規定による利子の補給及び第四条の規定により通常の国の負担割合を超えて

国が負担し又は補助することとなる額の交付、地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百

八十四条第一項の一部事務組合及び広域連合並びに同法第二百九十八条第一項の地方開発事業団並

びに前条の港務局の行う事業についてこの法律を適用するために必要な事項その他この法律の施行

に関し必要な事項は、政令で定める。

附 則 抄

（施行期日）

１ この法律は、公布の日から施行する。

（適用）

２ 第四条及び第五条の規定は、昭和四十一年度分の予算に係る国の負担金又は補助金から適用し、

昭和四十年度分の予算に係る国の負担金又は補助金で翌年度に繰り越したものについては、なお従

前の例による。

（通常の国の負担割合の特例）

５ 特定事業で成田国際空港周辺整備のための国の財政上の特別措置に関する法律第三条第二項又は

第三項の規定の適用を受けるもの、琵琶湖総合開発特別措置法（昭和四十七年法律第六十四号）第

八条第一項の規定の適用を受けるもの及び明日香村における歴史的風土の保存及び生活環境の整備

等に関する特別措置法第五条第三項又は第五項の規定の適用を受けるものについて第五条第一項の

規定を適用する場合には、同項中「経費に対する通常の国の負担割合」とあるのは 「経費につい、

て平成四年度において適用することとされていた通常の国の負担割合（明日香村における歴史的風

土の保存及び生活環境の整備等に関する特別措置法（昭和五十五年法律第六十号）第五条第三項の

規定の適用を受ける特定事業で政令で定めるものにあつては、同項の国の負担又は補助の割合 」）

とする。


